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１．企画調査構想 
【企画調査の背景・目的・方法】   我が国は、人類未踏の少子高齢化の中で、医療介護な

ど社会システムの質の維持・向上と効率化が必達課題として突きつけられており、そこで

は科学技術を駆使したイノベーションが求められる。しかし、昨今の我が国の科学技術の

状況を振り返ると、（１）「個々の要素となる科学技術の開発に優れるが、統合するような

複雑なシステムに弱い」、（２）「創りだした優れた技術は、他で社会実装・市場化されてし

まい、自ら市場化しても世界の中でシェアを急速に落としていく」と指摘されている。 

医療介護においては、質の維持向上と効率化の必要性を指摘される一方で、一部では、 

（３）「高度な科学技術の提供が十分に行き渡らず、多くの国民がその便益を享受できない」 

といった状況がみられる。これらの根底には、共通の課題がある。人や集団のインタラク

ションが係る社会的なシステムを構築する技術が弱いという点である。 

社会システムの構築を、社会的な科学技術としてとらえ、研究開発し確立し発展させて

いく必要がある。当企画調査は、医療介護領域に主に焦点を当てて、社会システム構築に

係るイノベーション政策を推進するための研究開発計画を立てるものである。その際に、"

データベース"活用を含む情報通信技術を特に活用のターゲットとする。 

当企画調査では、文献調査、有識者・研究者・実践者からの情報収集と意見交換・討議、

イノベーション事例の現場観察と情報収集と意見交換を通じ、（１）計画立案を進める上で

重要とみなされる概念の検討、（２）イノベーション事例と関連政策とを位置づけるモノ-

サービス、要素-システムの二次元にマッピング（暫定版）、（３）これらを踏まえての研究

開発プログラムの計画の構築、を行った。 

 

【構築した研究開発プログラム計画(案)の概要】 研究開発プログラムの目的は、超少子高

齢社会における医療介護等の社会システムを効果的効率的に構築する社会科学技術イノベ

ーション政策に貢献することである。客観的根拠に基づく政策形成がねらいである。 
超少子高齢社会における医療介護等の社会システムの課題やその解決策に関する客観的

な根拠を創出・収集し、ステークホルダー間で共通理解が得られるよう可視化し、それに

基づく課題認識を共有し、関連する客観的な根拠や科学技術を見渡して解決策を検討して

システムを包括的に広い視野でデザインし、そして、そのシステムの社会実装を協働して

具現化していくという、社会科学技術イノベーションの全フェーズを貫く流れに関与する。 
その全体の流れの中で、観察型及び構成型の研究者として、特に客観的根拠の可視化と

ステークホルダーによる共有に向けて機能を担う。そして、イノベーション具現化への触

媒機能をめざしながら、イノベーションの各フェーズに、観察を含めて関わることを目指

し、その過程から得られる知見や情報等や、さらにフォーサイト等の戦略形成手法も踏ま

え、理論的に社会科学技術イノベーション政策の戦略的なフレームワークを構築する。 
上記の研究開発を通して、関連科学技術に関わるネットワークを拡充・強化してコミュ

ニティを形成し、また、当領域に貢献する高度な専門家の人材育成に繋がることを目指す。
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２．企画調査の目標 
 
超高齢少子社会の進展の中で、医療介護システム等の社会システムには、将来にさらな

るストレスが課されることが見込まれる。財政、内容、人材等において、社会環境が難し

くなる中、地域の医療介護システム等の社会システムの質と効率性の向上には、科学技術

を核としたイノベーションが必要だが、この領域では特に、市場メカニズムに任せている

だけでは進まない。 
 
超高齢少子社会における医療介護等の社会システムの課題やその解決策に関する客観的

な根拠を創出・収集し、ステークホルダー間で共通理解が得られるよう可視化し、それに

基づく課題認識を共有し、関連する客観的な根拠や科学技術を見渡して解決策を検討して

システムを包括的に広い視野でデザインし、そして、そのシステムの社会実装を協働して

具現化していくことが重要である。その推進には、政策の有効な機能を推進する科学が必

要である。 
 
当企画調査では、超高齢少子社会における医療介護等の社会システムを効果的に効率的

に発展させていく科学技術がより一層発展するような政策の立案・実装を、多角的かつ合

理的に推進できる科学・研究開発のあり方について多角的に情報収集・検討を行う。その

検討を基盤として、ＩＣＴ等のいわゆる科学技術を活用し、医療介護等の社会システムを

構築すること自体を明確に科学技術（社会的な科学技術）としてとらえ、そのような社会

的な科学技術のイノベーション政策に寄与する研究開発プログラムの計画案を構築するこ

とを目標とする。 
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３．企画調査実施体制 

 当企画調査では、各研究者が関連する役割を担いつつ、総括研究者のもと、一体となっ

て企画調査を行う。 
 
実施体制図 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
Ａ．社会実装イノベーショングループ 
実施項目：科学技術イノベーション政策とそのための科学の検討を中心に当企画調査に必

要な事項 
 
概要：医療介護等の社会システムなどにおける科学技術イノベーション、それらを推進す

森 洋一 社団法人京都府医師会 会長（医療提供者側としての助言、協力、評価） 
豊福淳之 京都府健康福祉部医療企画課 課長（行政からの助言、協力、評価） 
奥原恒興 京都商工会議所 専務理事（民間活力に関わる助言、協力、評価） 
山口育子 NPO 法人ささえあい医療人権センターCOML 理事長（市民、患者側の助言、協力、評価） 
中山博文 社団法人日本脳卒中協会 専務理事（啓発活動に関わる助言、協力、評価） 
邉見公雄 公益社団法人全国自治体病院協議会会長 (医療提供者側としての助言、協力、評価) 

研
究
開
発
へ
の
協
力
者 

社会実装ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝｸﾞﾙｰﾌﾟ 
ﾘｰﾀﾞｰ○今中雄一(京都大学大

学院医学研究科教授) 
○徳賀芳弘（京都大学経営管

理大学院大学院長・教授） 
○山田 文（京都大学大学院

法学研究科教授） 
○中澤正彦（京都大学経済研

究所附属先端政策分析研究ｾﾝ

ﾀｰ准教授） 

研
究
開
発
実
施
者 

 
一般化・地域普遍化ｸﾞﾙｰﾌﾟ 
ﾘｰﾀﾞｰ○廣瀬昌博(島根大学医

学部附属病院病院医学教育

センター長・診療教授) 
○徳永淳也(九州看護福祉大

学 教授) 
○村上玄樹 (広島大学大学院

医歯薬学総合研究所助教) 
 

 
分析解析ｸﾞﾙｰﾌﾟ 
ﾘｰﾀﾞｰ○桑原一彰(九州大学大

学院医学系学府准教授) 
○大坪徹也 (京都大学大学院

医学研究科助教) 
○JasonLee (京都大学大学

院医学研究科研究員) 
 

助言･協力 助言･協力 助言･協力

連携･推進 今中雄一 
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る政策、それらの政策を推進する科学・研究開発について、事例・情報を収集しながら、

より妥当で大きな成果が見込める研究開発の計画を構築する。また、関連領域において、

関係する行政、医療介護等の提供者、医療介護等の人材育成機関、職能団体、市民・患者

や関連団体、研究開発や社会化に係る企業、研究開発者などより、科学技術とそのイノベ

ーションの促進要因、阻害要因に係る情報を聴取する。 
 
Ｂ．一般化・地域普遍化グループ 
実施項目：一般化・普遍化・他地域展開を、検討テーマとしてスコープに入れ、情報の収

集と検討、関連施策や規制に関わるデータや情報収集 
 
概要：一般化・地域普遍化のための知見・データ・情報、関連施策や規制に関わる情報収

集を行い、一般化・地域普遍化に向けた検討を行う。例えば、ローカルな制度・政策につ

いては、他地域や全国への応用、また、医療介護に係る制度政策については、教育を中心

に環境や社会企業等の他課題への応用等を視野に入れて情報収集と検討を行う。他地域や

他領域において、システムのステークホルダーの関係性、制度・規制を含む政策がシステ

ム・科学技術やそのイノベーションに及ぼす影響、その影響の関連要因などの情報収集を

行う。 
 
Ｃ．分析解析グループ 
実施項目：企画調査におけるデータ分析 
 
概要：既存の分析・研究成果と新しい視点の分析を活用し、解析・分析のプロセスを構築

しながら、ステークホルダーそれぞれが、科学技術政策やそのための研究開発における課

題を、より明確にとらえるための可視化、わかる化の方法論を検討する。 
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４．実施内容及び成果 

 

４－１．企画調査の背景・目的と方法 

（１）企画調査の背景となる問題意識と目的意識の整理 

 

我が国は、すでに超高齢社会に突入しさらに急速に高齢化が進み、社会保障財政もさら

に厳しくなることが見込まれている。人類未踏の少子高齢化の中で、医療介護など社会シ

ステムの質の維持・向上と効率化が必須でチャレンジングな課題として突きつけられてお

り、そこでは、科学技術を駆使した社会システムイノベーションが求められる。 

 

我が国の状況を鑑みると、 

１．「個々の要素となる科学技術の開発に優れるが、統合するような複雑なシステムに弱い」 

２．「創りだした優れた技術は、他で社会実装・市場化されてしまい、あるいは、自ら社会

実装・市場化しても世界の中でシェアを急速に落としていく」 

といった傾向が指摘されている。 

 

医療介護においては、質の維持・向上と効率化の必要性を指摘される一方で、一部では 

３．「高度な科学技術の提供が十分に行き渡らず、多くの国民がその便益を享受できない」 

といった状況もみられる。 

また、多くの国で、医療介護を含む公共政策の中で、 

４．「客観的な根拠を政策・制度づくりに効果的に活用しきれていない」 

といった課題を抱えている。 

 

これらの根底には、共通の課題がある。人や集団のインタラクションが関わる新たな社

会的なシステムを構築する技術が弱いという点である。社会システムの構築を、社会的な

科学技術としてとらえ、研究開発し確立し発展させていく必要がある。当該企画調査は、

社会システム構築に係るイノベーション政策のための研究開発をテーマとし、医療介護領

域に主に焦点を当て、その研究開発計画を立てるものである。 

その際に、特に活用対象とする科学技術が、様々な目的に適用しうる技術(general 

purpose technology)である"ＩＣＴ"（情報コミュニケーション技術）である。ここには、

昨今、オープンデータ、ビッグデータ等で注目され、その活用に期待のかかる"データベー

ス"を含むものとしてとらえる。 
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【参考】 

○ｔPA 

遺伝子工学・遺伝子組み換え技術の進歩により、血管内の血栓を溶解する t-PA(tissue 

Plasminogen Activator)を生産できるようになり臨床応用も可能になった。脳梗塞治療にも既に

2005 年より認可されているが、広域地域の調査では、ごく一部の地域の患者しか、その恩恵を

受けていない。モノとしての科学技術で成果を上げても、社会システム、‘社会’科学技術

(‘Social’ Science & Technology）の点から大きな課題がある。   

 

○診療報酬システムとデータ活用 

  韓国は、日本のシステムを模倣して診療報酬システムを作った。しかし、その上に、しくみの

整理と請求と審査の電子化、ＩＣＴインフラやデータベース開発を進め、診療報酬請求審査に関

わるコスト削減、時間短縮、質の改善を先んじて実現した。我が国から、この数年に多くの有識

者が見学や取材に訪れているが、未だはるかに後塵を拝している。 

 

○ ロボット外科手術システム 

  手術ロボットのダ・ヴィンチは、米国で開発され全世界に普及してきた。しかし、そのコアと

なる基礎技術はもともと日本で開発されたものが多い。我が国は基礎技術を築きながら、社会実

装・市場化に至らしめることができず、国民はその恩恵を十分に受けることができないでいる。 

 

○日本発の科学技術に基づく製品の世界シェア 

日本では革新的な科学技術が数多く開発され世に送り出してきた。日本で開発された機器は、

販売当初は世界で高いシェアを占めているが、その後、急速にシェアが低下している。また、日

本の製品開発技術などが海外に奪われている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

環境・エネルギー分野におけるガラパゴス化の懸念 

（e-solutions Inc.ご提供） 
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（２）企画調査の方法 

医療介護システムの発展・改善を支える科学技術のイノベーションを推進する政策に

ついて、それがどういうものかを明らかにし、そういった政策に役立つ科学研究開発を

着実に進める研究開発計画を作成する。そのために、国内外および関連する広領域より

情報収集し、分析・考察、概念整理、科学研究開発の重要課題領域の同定、研究開発方

法の検討などを行う。その際に、(1)「科学技術イノベーション」、(2)「科学技術イノ

ベーション政策」、(3)「科学技術イノベーション政策のための科学研究開発」の３つの

視点を持って企画調査にあたる。 

そして、RISTEX の科学技術イノベーション政策のための科学 研究開発プログラムの

全体会議「合宿」にチームとして参加し、同じ方向性を持つ異分野の先行プロジェクト

との学術交流により､ネットワークを広げ､情報収集、意見交換し､成果を強化していく。 

以上を統合して、主に医療介護に重点を置いて、社会システムの発展・改善を支え進

める科学技術イノベーション政策のための科学・研究開発の計画を作成する。特に、Ｉ

ＣＴ（情報通信技術）やＤＢ（データベース）の活用に重点を置く。 

 

その過程で、 

１. 科学技術イノベーションに関連する研究開発、社会実装、政策において、教訓となる

具体事例をめぐって調査し、科学技術のイノベーションを推進する要因、阻害する要因に

ついて整理する。 

 

２. 医療システムに係る工学・ＩＣＴ系の科学技術と関連する革新的な事例について内容

や地域性を幅広くとらえて調査し、それらの特性と関連する政策の位置づけを把握するた

めのマップをつくる。また、国際的競争力強化を念頭に日本の弱点を検討しつつ、科学技

術の芽を見つけて育み発展させて社会化する道筋全体を検討し、それを概念図に表す。 

 

３. 政策・研究開発・産業のあり方全体の機能やしくみについて上記の如く把握した上で、

超高齢社会における社会システムとして特に医療介護システムにフォーカスし、社会的な

科学技術イノベーション推進の政策に貢献しうる研究開発プログラム計画案を検討する。 
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４－２．重要概念の整理 

 

（１）社会システムの構築と“社会”科学技術 

社会システムの構築と“社会”科学技術 

当企画調査が対象とする＜社会システムの構築＞が、既に政策の上で科学技術として位

置づけられていること、そして、第４期科学技術基本計画の科学技術イノベーション政策

の重要な対象となることを、下記に整理する。 

 

まず、科学と技術について、文科省の資料によれば、「『科学』とは、一般に、事がらの

間に客観的なきまりや原理を発見し、それらを体系化し、説明することをいい、『技術』と

は、理論を実際に適用する手段」とある。そして、「『科学技術』とは、『科学に裏打ちされ

た技術』のことではなく『科学及び技術』の総体を意味する」、とある（尾身幸次著「科学

技術立国論－科学技術基本法解説」より抜粋）。 

 

「社会技術」については、ＲＩＳＥＴＸ創生準備期の「社会技術研究開発の進め方に関

する研究会」（座長：吉川弘之日本学術会議会長）により、「自然科学と人文・社会科学の

複数領域の知見を統合して新たな社会システムを構築していくための技術」と定義されて

いる。また、言うまでもないが、「理科系の科学と科学的技術、並びに文科系の科学と科学

的技術とを包括したもの」として、科学技術の範疇のもの位置づけられている。当該企画

調査の当報告書では、ここでいう「社会技術」を文字表面上で科学技術と別のものとされ

る誤解を避けるため、あえて、「社会科学技術」あるいは「社会的な科学技術」と呼ぶ。 

 

また、第４期科学技術基本計画では、「我が国としては、新たな価値の創造に向けて、

我が国や世界が直面する課題を特定した上で、課題達成のために科学技術を戦略的に活

用し、その成果の社会への還元を一層促進する…(中略)…。…自然科学のみならず、人

文科学や社会科学の視点も取り入れ、科学技術政策に加えて、関連するイノベーション政

策も幅広く対象に含めて、その一体的な推進を図っていくことが不可欠である。このため、

第４期基本計画では、これを「科学技術イノベーション政策」と位置付け、強力に展開す

る。」とある。 
 
要素技術を活用し社会のしくみづくりにおいて革新・価値創造を戦略的に進める「社会

科学技術」、即ち、社会システムを構築するための技術は、第４期科学技術基本計画ならび

に科学技術イノベーション政策において重要な位置づけがなされている。 
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（２）科学技術イノベーションに係る重要概念 

 
事例を検討し、有識者と討議・意見交換し、文献調査や理論的な検討を経て、当該企画

調査の扱う科学技術イノベーションについて重要と考えられる概念は以下にまとめられる。 
 
イノベーションと転換期 

イノベーションは、古くは Schumpeter JA (1912) により、経済活動において従来の方

式から飛躍して新しい方式を導入することと定義された。イノベーションは従来からの方

式の継続に断裂を生むものである。だが、逆に、Tidd ら(2009)によると、転換期あるいは

継続性の断裂時に、イノベーションが生じる、あるいは必要となる。超高齢社会はまさに、

イノベーションを必要とする転換期である。 
 
新たな技術の革新と旧来システムの衰退 
優れた大企業が、従来の価値基準のもとで優れた経営を行っているがゆえに、既存のし

くみを壊して作りかえるリスキーな決断もできず、新たなアーキテクチャの変化に対応で

きず、合理的な判断の積み重ねのもとに、新興企業の前に力を失い滅んでいく姿が指摘さ

れている(Chiristensen& Bower 1995, Henderson & Clark 1990)。モノづくりの強く、シ

ステムに弱いとされる我が国においては、従来の延長線上にないところに重点を移すべく

舵を取ることも必要である。 
 
相互連鎖的に進むイノベーション 

社会システムの構築におけるイノベーションは、サービスやプロセスにおけるイノベー

ションの特性を持っている。プロダクトのイノベーションの場合、例えば、CPU の性能に

応じて線形的（linear）に計算のパフォーマンスが高くなる。あるいは、画期的な新薬が登

場した際のように一挙に治療のパフォーマンスが高くなる。が、サービスやプロセスにお

けるイノベーションは、多くのプレイヤーが相互連鎖して進む（interactive chain-linked 
model; Kline S & Rosenberg N 1986）。 
 
イノベーションのライフサイクル 
  Abernathy & Utterback (1978)によりイノベーションのライフサイクルが提唱された。

新たな技術や新たなマーケットが生まれたとき、即ち、状況の継続性に断裂が生じたとき、

まず、流動的なフェーズとなる。このフェーズでは、ターゲットは誰か、技術は何を目指

すのか、また、どのように技術を生み育てるかという点で、不確定要素が大きい。このフ

ェーズでは、イノベーションは比較的急速で柔軟性も高い。次のフェーズとして、様々な

製品設計や生産方法の設計の試行を経て、ニーズと発展中の技術の適合性が高まる技術設
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計に試行が収れんしてくる。この移行のフェーズでは、信頼性や質や拡張機能に開発の努

力が向けられる。この支配的なドミナント・デザインに関心や資金・資源が集まってくる。

他の発展が難しくなってくる。そして標準化が進み、開発の焦点はコストや生産性に向け

られる。このフェーズになると飛躍的な革新は無く部分改良などが生じる程度である。イ

ノベーションのライフサイクル上の位置づけを認識することが次の状況展開を先読みする

ことにつながる。 
  
ビジョンの共有、組織風土 
企業のような組織体でイノベーションを生み推進するには、イノベーションを育む人々

の意識、組織風土が重要である。進むべき方向性、即ちビジョンを共有し、協力体制やチ

ームワークに優れ、構成員の参加意識が高く、リスクを取ることを許し、創造を重視し、

外部との相互作用やネットワークにも前組な要素が、イノベーションを生む企業の組織文

化にあることが示されてきた。一国がイノベーションを推進する際にも、国レベルの組織

文化を醸成していく必要があると考えられる。 
 
オープン環境 

データや情報がオープンに活用できる環境はイノベーションを加速させる。ＩＣＴ技術

やインフラの進展によりネットワーク化が進む中、ＬＩＮＵＸの開発やＷＩＫＩにみられ

るように、自由に参加できるオープンな環境で多くの参加者の創造活動が行われ、それら

が積みあがるようなバザール方式にも着目する必要がある。 
 
データベースとデータベース関連の技術・制度 
データベース技術が発展するとともに、コンピュータの日進月歩の発展により、また、

デジタル化が進みデータが蓄積されていく中で、一層、データベースの活用の重要度は高

まってきた。昨今、ビッグデータやデータアナリストに新たな期待と価値が付与された感

がある。医療界でも、多施設のデータベース構築が進み、レセプト情報等のナショナルデ

ータベースも高齢者の医療の確保に関する法律により構築された。行政統計は、次第に活

用できる粒度が細かくなり、活用できる機会が増えているものの、さらに活用する余地が

残されている。 
 
プレゼンス 

プレゼンスとは、デジタル大辞泉によると、存在、存在感を意味する。特に、軍隊・国

家などがある地域へ駐留・進出して軍事的、経済的に影響力をもつ存在であることを示す

とされる。存在感に影響力がついてくる。情報発信、広報的機能などにより、プレゼンス

を強化することにより、科学技術の開発や発展に必要な資金や資源を呼び込むことができ

るようになる。 
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コーディネータ、プロデューサー、カタリスト 
革新的な事例を調査すると、そのイノベーションの実現には、特別な機能を果たすキーパ

ーソンの存在がある。ビジョンを以て、発展の道筋を示し、想定し、必要な人と資源を集

め、科学技術の革新を成就させるような場合は、プロデューサー的な役割と言える。より

調整機能を重視するとコーディネータやカタリスト（触媒）ということになる。いずれに

せよ、将来の方向にビジョンを持ち、仕事に使命感を持っているのではないだろうか。こ

のようなコーディネータ/プロデューサー/カタリスト機能がイノベーション創出・具現化の

推進力となると考えられる。 
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４－３．研究開発プログラムの計画（案）の概要 
当該企画調査の成果として、研究開発プログラムの計画（案）を、以下に示す。 
 
【目的と研究開発のスコープ】 
当研究開発プログラムの目的は、超高齢少子社会における医療介護等の社会システムを

効果的効率的に構築するといった社会科学技術イノベーション政策に貢献することである。 
そのために、超高齢少子社会における医療介護等の社会システムの課題やその解決策に

関する客観的な根拠を創出・収集しステークホルダー間で共通理解が得られるよう可視化

し、それに基づく課題認識を共有し、関連する客観的な根拠や科学技術を見渡して解決策

を検討しシステムを包括的に広い視野でデザインし、そしてそのシステムの社会実装を協

働していくという、社会科学技術イノベーションの全フェーズを貫く流れに関与する。 
その全体の流れの中で、特に、客観的根拠の可視化とステークホルダーの共有に向けて

の機能を担い、イノベーション具現化への触媒作用の機能を果たすことをめざしながら、

その過程から得られる知見や情報等を通して、理論的に社会科学技術イノベーション政策

の戦略的なフレームワークを構築する。現実の活動に関わりながら理論構築を進める点で

は、一種のアクションリサーチといえる。 
ここでいう「社会システム」は、社会全体のシステムを指すものではなく、ある課題や

課題群を解決したり新たな価値を創出するための社会的なしくみを指す。例えば、行政の

ある政策やその関連施策のみならず、情報通信技術や人的ネットワークを組み合わせ発展

させて情報共有や合目的的資源配備を可能とし公共的なサービスやケアを向上させるツー

ルの導入なども含む。 
 
【方法】 
研究の体制は、当該企画調査の体制と同様に、文理融合の多領域専門家に医療介護シス

テムのステークホルダー陣の協力を得て構成する。 
以下、『方法』の記述は４つのパートからなる。まず、（１）研究開発の各フェーズの方

法を示し､次に､その実行過程で重視する（２）プロセスと（３）構造を示す｡その上で（４）

客観的根拠に関する考え方と進め方を、その可視化に関する点を含めて示す。 
 

（１）研究開発プログラムにおける各フェーズ 
当研究開発プログラム計画案では、客観的根拠の創出、課題解決策の協働検討、システ

ムの協働設計、社会実装、といった４つのフェーズをもって進める。各フェーズで行きつ

戻りつしながらフェーズを進め、４フェーズからなるサイクルを回していく。 
フェーズ１：客観的根拠の創出 

1a. データ・情報の確保 
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◇ データベース構築・再構築 
◇ 関連情報の収集 
既に構築してきている広域地域の医療保健介護データベースや、全国数百(300～400)病

院協力のデータベース、並びに、必要性と実現可能性に応じて新たなデータベースなどを

活用して、客観的根拠を可視化していく。その際に、既に得られているものや、他の研究

の成果も可能なものは活用していく。特に、医療保健介護のサービス必要領域、需給のギ

ャップ、パフォーマンスなどを中心に可視化していき、医療保健介護システムの課題を可

視化していく。 
 

1b. データ・情報の分析 
◇ 基礎理論に基づく分析アウトプットの生成 
◇ 基礎理論に基づく課題の同定 
可視化や課題を同定していく際には、早期からステークホルダーとのインタラクション

を持ち、課題意識や可視化ニーズを反映させていく。そのインタラクションの中から、新

たな課題や分析も生じてくることが見込まれる。これらの、一連の分析過程で、政策との

関連の中で医療保健介護システムの実態について基礎理論的な知見（例えば需給ギャップ

の要因構造、競争や資源集中が影響を及ぼすメカニズム）を出していき、検討を進める。 
 
フェーズ２：課題の共有と課題解決策の協働検討 
◇ ステークホルダー相互作用と課題とその解決に関する客観的根拠の可視化と共有 
◇ 課題解決の方策についてステークホルダーと協働検討 
◇ 課題解決に関する応用理論の検討と発展 
医療保健介護システムに係るステークホルダーとして、行政、市民や患者・利用者やそ

の家族、市民や患者・利用者に係る組織や団体、保険者、医療者、医療施設、介護者、介

護施設、提供者側の職能団体や施設団体、人材育成機関、研究者・機関などが考えられる。 
既に構成されている諸々のステークホルダーの参加する協議会や検討会、及び非公式な

対話や会合等を活性化することを通じて、課題同定の早い段階からインタラクションを始

めることにより、課題のその要因あるいは解決策に関する客観的根拠を提示しやすくなる。 
 

フェーズ３：課題解決のシステムの協働設計 
◇ 新たなシステムに向けてステークホルダーと協働検討 
◇ 新たなシステムの協働設計 
行政領域、提供者領域、市民・利用者領域、保険者領域等のステークホルダーと、それ

ぞれの課題認識なりシステムに求める像があるが、解決への道筋を協働の検討が進むよう

に、検討の基盤となる客観的根拠、共通言語として扱える客観的根拠を、当該研究チーム

から各ステークホルダーにわかりやすく、かつ能動的に提示していく。 
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フェーズ４：社会的実装 
◇ 新たなシステムの協働実装 
◇ 新たなシステムの展開 
課題の解決策としては、公的な政策、制度、民間主導や公民連携したビジネスモデル、

ＩＣＴツールの導入・活用、などがありうる。また、課題とその構造が明確になり、ステ

ークホルダー間の役割や相互影響が見えてくる中で、各ステークホルダーが自発的に自律

的に、それぞれの取り組みや仕組みづくりが行われることも期待できる。 
 
図 4-3-1 研究開発プログラムの進め方※４つの各フェーズを行きつ 

戻りつ、サイクルを回す。 
 
※観察型あるいはび構成型の

科学者として、この全フェーズ

において、担当、関与、または

間近な観察により、戦略的な政

策形成フレームワークを構築

し、発展させる。 
※戦略的な政策形成について

は、組織経営で使われる諸々の

手法に留まらず、Simulation
や Roadmapping 、 Scenario 

Planning Workshop なども含めて Foresight 活動（CRDS,2002）を積極的に試み取り入れ

ていく。このような新たな手法を調査し実践し、新たなフレームワーク構築に展開する。 
 
観察型・構成型科学者及び触媒（カタリスト）としての役割 
客観的根拠の創出、課題解決策の立案からその社会実装まで、一研究チームが完遂させら

れるような仕事ではない。当該研究チームは、社会的課題の状況やその解決策について、

客観的根拠の創出や収集整理を行い、それらをわかりやすく各ステークホルダーに提示し

ていくことを担う。ステークホルダー陣が協働の場でより有効に検討するための材料を能

動的に作成・提示していくことにより、ステークホルダー陣による解決策の構築・決定と

実装の進捗を促進することをめざす。観察型科学者および構成型科学者の両面を担うこと

をねらうもので、一課題において一気通貫で全フェーズを担うわけではない。政策の立案、

決定、実装は、行政・政治が担うものであり、諸々の社会のしくみは、関係するステーク

ホルダーが決断し実装していくものである。観察型科学者および構成型科学者の機能を能

動的に果たすことを通じ、これらの全行程の進捗が促進することをめざす。 

1
客観的根拠
の創出

2
課題解決策
の協働検討

3
システムの
協働設計

4
社会実装
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（２）当該プログラム実行過程で重視する科学技術イノベーション創出のプロセス 
当該プログラム実行過程では、客観的根拠や要素技術を収集、整理しながら、それらに

ついてステークホルダーとのコミュニケーションを図りながら、より分かりやすい可視化

を行い、課題を共有化していく。客観的根拠や要素技術はそれぞれで検証や開発が進んで

いくものである。そして、客観的根拠や要素技術を統合しながら、課題解決に向けて新た

なシステム（制度、政策）についての設計を行っていく。それらは評価を得て改善しなが

ら、社会実装へと進み、うまく機能すれば社会的便益が実現されることとなる。各ステー

クホルダーが早期から協働することに重点を置く。そのプロセスを下図 3-4-2 に示す。 
 

図 4-3-2 イノベーション創出のプロセス：基礎開発から社会実装へ 
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（３）当該プログラム実行過程で重視する科学技術イノベーション創出の構造 
当該プログラム実行により、科学技術イノベーション創出を推進する際には、プロセス

全体を視野に入れる。そして、客観的根拠や基礎となる要素技術の統合と必要な資源の配

備の実現に向けて、客観的根拠の可視化やステークホルダーとの双方向討議に注力する。

革新的なシステムやそれが推進される施策には、既存システムの衰弱や期待する効果の非

実現など様々なリスクが存在することに留意する。関連する科学技術の最先端動向にも留

意し、活用や統合の対象となる科学技術のライフサイクル上の位置づけにも留意する。ま

た、社会ニーズ、関係する規制・制度、人材環境、適時適確な資金の流れ、マスコミによ

る対応、プレゼンスの強化、組織風土など、社会環境の中での重要要因を認識して、プロ

グラムを実行していく。その構造を下図 3-4-3 に示す。 
 
図 4-3-3 イノベーション創出の構造 
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上記の研究開発を通して、関連科学技術に関わるネットワークを拡充・強化してコミュ

ニティを形成し、また、当領域に貢献する高度な専門家の人材育成に繋がることを目指す。 
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（４）「客観的根拠に基づく政策」へ：客観的根拠に関する考え方と進め方 
 
客観的根拠とその創出方法 
社会における課題を的確に把握し、政策上の選択肢あるいは選択された政策の影響を包

括的に評価し、政策を改善し、より大きな社会的便益を創りだしていくという、科学性が

求められている。そして、これらの過程を社会に示していくことで透明性を高め政策決定

の説明責任を果たしていくことが、益々求められている。そこで、「客観的根拠に基づく政

策形成」が注目されるようになってきた。 
「客観的根拠に基づく政策形成」は、evidence-based policy making や evidence- 

informed policy making の訳語として使われる言葉である。国際的には、医療において、

臨床研究による科学的根拠に基づいて診療方法を選択する EBM（evidence-based 
medicine）から始まり、医療保健政策が先駆けとなって、社会政策全般でその考え方が参

考にされるようになった。 
「客観的根拠」については、科学的な解析に基づき、確実性が高く、効果的な政策形成

に資する情報とみなす。その情報の形態やその情報を生み出す方法については、広く柔軟

に構えておくのがよいと考える。「客観的根拠に基づく政策形成」の「客観的根拠」のとこ

ろは、日本語でしばしば「エビデンス」と呼ばれるが、「エビデンス」に求める方法や確実

さのレベルにおいて、政策領域間で大きな隔たりがある。特に、医療の臨床疫学分野では、

エビデンス・レベルを明確に定義している。従って、エビデンスに関する認識違いを少し

でも緩和するために、当該企画調査の報告書では、原則として、「客観的根拠に基づく政策

形成」という語を用いる。例えば、限定されたプロフィールを示す患者への薬効のエビデ

ンスは、バイアスを避けて評価するためにランダム化比較試験（Randomized Controlled 
Trial、以下 RCT）を行ってさらにおよび多くの RCT の結果を統合するメタ分析を行うこ

とで、より強固なエビデンスが得られることになる。一方、同じ医療の範疇であっても、

医療介護等の社会システムを構築する際においては、対象を無作為に分けて実験的なこと

を行うわけにはいかず、また、多くの交絡要因が複雑に絡んで、新薬の効能などの限定的

な診療行為を評価する際のように特定の患者への限定的な介入のエビデンスは、得られな

い。臨床医療の根拠に基づく医療においては、とかくＲＣＴが強調されるが、観察研究は

ＲＣＴに匹敵するかそれ以上の価値ある情報を生み出し得る(Benson 2000, Concato 2000, 
Ioannidis 2001, Concato 2010, Colditz 2010)。観察研究がより正確な客観的根拠を出すた

めの指針も策定されてきた(von Elm et al.- STROBE initiative, 2007)。そもそも観察研究

とＲＣＴとでは、それぞれで可能なこと不可能なことがあり、目的が異なる。また、介入

の影響の評価のみならず、現状の需要を定量化したり、需給のギャップを示すような記述

的な情報も、今まで見えなかった状況が可視化されることで、「客観的根拠」として、有効

な政策形成に寄与する。 
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また、「客観的根拠」は、現状の課題の把握、将来の課題の把握、シミュレーションに基

づく政策選択肢の影響の把握、政策実装後の影響の把握においても、必要な情報である。

科学的なアプローチでデータに対峙し、効果的な政策の形成や評価に必要な領域において

より確実な情報を生み出すことが重要である。 
 

データベースの活用と客観的根拠の可視化 
客観的根拠を算出するために、当研究開発プログラムでは、データベースを重視する。

既に構築してきているものを活用し、強化し、新たなものを取り込んでいく。 
そして、関与する各ステークホルダー（医療の場合には、行政、市民や患者や家族、保

険者、医療者、医療施設、提供者側の職能団体や施設団体、人材育成機関、研究者・研究

機関など）が、客観的根拠を共有し、課題を共有することが、重要である。医療システム

など多くの公共性の強い社会システムの場合、関わるステークホルダー各々が、問題解決

に向けてとれる行動がありうる。それらの総体を捉えながら、政策及び政策的方向性を協

働して検討し設計していくことが、効果的な政策の実装に結びつくと期待される。 
また、下記は、医療保健介護関係のシステムの可視化の一部として、数量的データをグ

ラフ化したものや地理情報システムを用いたイメージである。これらの技術や経験をもと

に、今回のプログラムに適した可視化を、理論やステークホルダーとの相互作用の中で、

開発していく必要がある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（客観的根拠のグラフ化の例１） 
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（客観的根拠のグラフ化の例２） 
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以下は、医療保健システムに係る需給やパフォーマンスの評価、指標化の実績であり、当研究開発プ

ログラムにおいて、客観的根拠の創出・収集整理やその可視化の基盤となる。 
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４－Ｓ１．調査のまとめ 
 
科学技術イノベーションに係りうる双方向討議・観察に基づく調査とマッピング 
 
超高齢者に係る健康系のサービスを中心に、ＩＣＴ等の活用によるイノベーションに係

りうる事例について、双方向討議・観察に基づく調査を行った。それぞれの場面で、工夫

がなされ画期的な便益を生み出している場合もある。今回は限られた時間・資源の中で情

報収集をする必要があり、研究者及び協力者の中で、医療介護あるいは関連社会システム、

ＩＣＴ等の活用を軸に、任意に情報検索し関係する革新的な要素を持つ事例を挙げ、協力

の得られたところに訪問取材し、現場を観察し関係者と双方向討議を行った。 
さらに、イノベーションに係りうる事例のマッピングを行った。 
横軸においては、サービスとモノは不可分という考え方に基づき、サービスがより重要

であるものをより右に配置し、モノがより重要であるものをより左に配置した。 
※縦軸においては、分割できない最小単位の行為が、いくつか集まって一つの機能をなす

とき、その行為の集まりを作業とし、いくつかの作業が集まってより上位の機能を果たす

とき、その作業の集まりを業務とした。 
私達の研究開発に係るターゲットの位置づけを明確にしていくために、今回の調査対象

とともに、医療介護に係る主だったイノベーション事例（創薬、手術ロボット、再生・先

制医療等）も、マップ上にプロットした。さらに、その上に、一部の関係政策のカバーす

る範囲を、暫定的にプロットした。これらのプロットについては、考え方によって、位置

づけも変わり、広くも狭くもなるので、あくまで暫定的なものである。作成された図を以

下に示す。 
あえてマッピングを行った趣旨は、当該企画調査の重点が、システムとサービス（コン

ポーネントというよりシステム、モノというよりはサービス）における科学技術イノベー

ションに重点を置いており、そのスコープを明確にするためである。 
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図 4-Ｓ1-1 イノベーションに係りうる事例のマッピング 
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注釈） 
※横軸においては、サービスとモノは不可分という考え方に基づき、サービスがより重要であるも

のをより右に配置し、モノがより重要であるものをより左に配置した。 
※縦軸においては、分割できない最小単位の行為が、いくつか集まって一つの機能をなすとき、そ

の行為の集まりを作業とし、いくつかの作業が集まってより上位の機能を果たすとき、その作業の

集まりを業務とした。 
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図 4-Ｓ1-2 イノベーションに係りうる事例と政策のマッピング 
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科学技術イノベーションに係りうる双方向討議・観察に基づく調査のリスト 
 
前述の如く、有識者との討議や事例調査を行い、科学技術イノベーションに関連して得

られた知見や概念の中で、特に当該企画調査に重要と考えられるものを抽出し、文献調査

も加味して、前述の３-２の重要概念にまとめた。またその他の得られた知見は、３－４の

計画（案）に反映させた。 
調査報告を以下にリストする。初めの２項は、有識者との双方向討議とその分析をまと

めたものであり、それ以降は前述のイノベーション事例等のマッピングにプロットしたも

のである。次頁以降に下記の調査報告を順に掲載する。 
 

科学技術イノベーションを取り巻く研究開発・政策・制度 

◇ 科学技術イノベーションにおける研究と政策の役割とその関係 

◇ 我が国における科学技術イノベーションの促進要因・阻害要因 －医療介護関連機器

領域を中心に－ 

 

ICT 等の科学技術を活用した医療介護等の社会システムにおけるイノベーション：事例調査 

◇ 高齢者の雇用創出と健康増進の実現：徳島県上勝町の葉っぱビジネス 
（超高齢社会の雇用創出の一例。しかも、高齢者の健康増進、医療介護費の抑制につなが

っているとみなされている。コーディネーターが農家の潜在力を引き出して新たな市場を

開拓した事例） 

◇ 科学技術・研究開発における ICT によるイノベーション  
（IT 領域でのイノベーション発信は、ビッグサイエンスの大組織から小チームへと、開発

体制が大きく転換、技術や環境の変化が加速し業界再編も加速。） 

◇ 社会システムのﾄｰﾀﾙ･ﾃﾞｻﾞｲﾝ:「なぜスマートシティは世界の最重要国家戦略か？」 
（互いに異種の様々な領域の事業体が、共同で技術・財産などを出し合い、都市づくりの

あらゆる問題に対応して全体設計を進め、価値創造を目指す事例。業務のアーキテクチャ

がまるごと変わる。街づくり自体がプログラムとして輸出産業となる。イノバティヴな事

業の推進にプレゼンスの確立や情報発信も重要。） 

◇ スマートシティと新たな街づくり 
（更地から始める新たな街を丸ごとデザインし、多様な課題をワンストップで解決） 

◇ 低炭素社会とビッグデータ（日立） 
（スマートシティと並行して、ビッグデータ活用やデータ分析に着目して注力する。） 
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◇ 臨床家の視点でダヴィンチは本当にイノベーションなのか？：手術の手技と工学技術 
（機械などの科学技術が単独に機能するのではなく、科学技術と人間の技能とが融合しな

ければならない領域。手術ロボット・ダヴィンチは、生み出す限界便益の大きさというよ

り、そのプレゼンスを世界に示すことによってイノベーションに繋がった。） 

◇ 患者搬送のイノベーション：北海道のジェット機による搬送システム 
（環境によりスキームに転換が生じる事例。また、航空や労働における規制にイノベーシ

ョン発展が抑制されている。） 

◇ センサリングとコミュニケーション技術による在宅医療の向上：富山県射水市 
（活用される具体的な場が未定のまま開発された基礎技術と、そういう技術を望んでいた

医療者とが出会い、応用技術の開発・実装が一挙に進んだ事例） 

◇ 離島医療での ICT 活用による業務量削減と医療の質向上：長崎県五島列島 
（医療の現場とシステム開発者をつなぐコーディネーターの寄与により、効果的な新しい

システム開発が進んだ。） 

◇ 高齢者在宅医療におけるクラウドによる多職種間の診療情報共有システム 
（在宅医療の現場での満たされていないニーズに対応した。） 

◇ 北海道広域地域での診療・在宅ケアの遠隔支援：旭川医大の試み 
（プロデューサーの力がイノベーションを推進した。地域への資源配備や資金の流れも重

要であることがわかる。） 

◇ 宮崎県下全病院参加ネットワークの周産期医療における診療情報共有と人材育成 
（プロデューサー／コーディネーターの存在と努力がイノベーションを推進せしめた。さ

らに、全県をあげての高い参加意識により大きな効果を上げた。） 
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<取材調査編> 
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科学技術イノベーションを取り巻く研究開発・政策・制度 

 科学技術イノベーションにおける研究と政策の役割とその関係 

 我が国における科学技術イノベーションの促進要因・阻害要因  

－医療福祉関連機器・情報領域を中心に－  

 

ICT 等の科学技術を活用した医療介護等の社会システムにおけるイノベーション：事例調査 

 高齢者の雇用創出と健康増進の実現：徳島県上勝町の葉っぱビジネス 

 科学技術・研究開発における ICT によるイノベーション  

 社会システムのトータル・デザイン:「なぜスマートシティは世界の最重要国家戦略か？」 

 スマートシティと新たな街づくり 

 低炭素社会とビッグデータ 

 臨床家の視点でダヴィンチは本当にイノベーションなのか？：手術の手技と工学技術 

 患者搬送のイノベーション：北海道のジェット機による搬送システム 

 センサリングとコミュニケーション技術による在宅医療の向上：富山県射水市 

 離島医療での ICT 活用による業務量削減と医療の質向上：長崎県五島列島 

 高齢者在宅医療におけるクラウドによる多職種間の診療情報共有システム 

 北海道広域地域での診療・在宅ケアの遠隔支援：旭川医大の試み 

 宮崎県下全病院参加ネットワークの周産期医療における診療情報共有と人材育成 
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科学技術イノベーションを取り巻く研究開発・政策・制度 

 
 
 
 
 
 

科学技術イノベーションにおける 

研究と政策の役割とその関係 
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科学技術イノベーションにおける研究と政策の役割とその関係 

 
訪問の目的： わが国の科学技術イノベーション推進を進めるために学問・政治・産業・

社会全般がそれぞれ果たすべき役割を、海外の知見とわが国の現状を比較することにより

構造的に捉え、特に情報科学技術（IT）を活用した医療･介護･健康増進分野におけるイノ

ベーションの積極的推進に向けた出発点としたい。 
訪問先： 英国 Brighton 市 University of Sussex,  

Science and Technology Policy Research(SPRU)部門 
受入担当者： Prof. Gordon MacKerron(研究科長), Ms. Janet French(秘書) 
 
■インタビュー調査から得た要点 
Prof. Ben Martin 
英国での政策科学は National Institute for Health and Clinical Excellence (NICE)を参考

にしている。政策科学と政策形成の間には２つのモデルがある。それは前者の発見が後者

に直結するシンプルなモデルと、両者の間に多くの段階をはさんだモデルである。現代に

おける大学の役割は教育・研究から社会・経済貢献にシフトしつつある。 
Dr. Maria Savona 
ヘルスケアをはじめとするサービス産業では IT 技術のように汎用性のある技術がイノベー

ションをもたらす。その際に既存の業務が詳しく再評価され、効率化される。 
Dr. Paul Nightingale 
情報処理技術の高速化が業務のイノベーションに直結する金融業における経験はヘルスケ

アなど労働集約型の産業には応用しにくい。また社会実験としての randomized controlled 
trial (RCT)は適切なプラセボを設定できないなど、しばしば実施上の課題に直面する 
Dr. Michael Hopkins 
ヘルスケアサービスの現場では学術発表・特許などでは伺えない、現場レベルでの隠れた

イノベーションがしばしば見られる。投資を伴う公的な R&D (research & development)
とは異なり、資金調達や情報公開の面で十分なスピードが出にくい。さらにこの当事者双

方の信頼関係がイノベーションの前提であるので、信頼関係が損なわれるとイノベーショ

ンは解体しやすい 
Prof. Ed Steinmueller 
市民の声を政策形成と社会変革に活用する上で、情報技術は大きな役割を果たす。たとえ

ばNational Health Service (NHS)では標準的医療に関する情報提供や救急受診の適正化を

目指した情報提供が行われている。さらに Social networking service (SNS)等によりイン

フルエンザなどの社会現象がリアルタイムに可視化されることが人々の行動を変えつつあ

る。 
Prof. Erik Millstone 
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研究者と政策立案者の関係性について多数の実例を調査・インタビューした結果、地域や

時代によってその体系は変化を続けていることがわかる。ヘルスケア分野では情報非対称

が存在するので、医師研究者がより大きな力を持つ傾向があることに注意を要する。 
 
■インタビュー調査から得た詳細な内容 
訪問 1 日目 
Prof. Ben Martin 
英国での政策科学は NICE を参考にしている 
 英国で Evidenced-based medicine (EBM)を参考に政策立案をしようとしたが、政策の分

野でプラセボを設定したり二重盲目化することが困難なので、EBM をそのまま政策に適用

することはできない。そこで Behavioral insights team を参考にして政策立案をすること

にした。これは小さなサイズの Randomized controlled trial (RCT)を政策分野で実践する

ことである。Nightingale が ”Research Policy” という雑誌の中で詳述したものがもうすぐ

出版される予定である。 
政策科学と政策とをつなぐもの 
彼がケンブリッジ大学の Centre for Science & Policy や Institute of health economics1

でした講演の中で、研究と政策立案の関係について２つのモデルを提示した。すなわち

Science push, demand pull の linear model と、interactive ‘chain-link’ model（図１）で

ある。これは Klein と Rosenberg が 1986 年に提唱したものである 2。後者のモデルでは

現場に近い人の話だけでは上位に届かない、階層構造になっている。言い換えれば、上位

の政策理念と現場の問題意識・リサーチクエスチョンが直接リンクするのではなくて、多

くの鎖によってリンクする。 
 
図１ The interactive ‘chain-linked’ model 
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イノベーションの浸透 
“Diffusion of innovations“ 3という著書が 1962 年に初版が出版され、何回も改訂されて

きた。 Coleman が 1966 年に ”Medical innovation: a diffusion study” 4という著書を出版

した。そこでは感染症に譬えて、イノベーションに感化されやすい人と感化されにくい人

がいることを説明した。 
イノベーションとその弊害 

How fast are fast enough? イノベーションのベネフィットとリスクの間にはトレードオ

フの関係がある。遺伝子組み換えトマトやサリドマイドの例が挙げられる。不確実性の可

視化が有効かもしれない。 
Stirling がイノベーションに際しての予防策に詳しい 5。ブタの腎臓をヒトに移植する例

のように、イノベーションが速すぎて、リスクの評価が追いつかない。どの程度の副作用/
反作用に注意が必要か、については異なった価値観/視点を反映して議論すべきである。そ

こであらゆるプレイヤー（イスラム教徒、路上生活者など）にインタビューした。

Multicriteria Mapping という手法のソフトウェア 6も公表していて、それを使った実例も

ある 7。 
イノベーションにおけるアカデミアの役割 

大学の役割は変化した。英国でも 20 世紀には大学の役割は教育と研究だったが、最近数

十年は社会・経済貢献になってきた。学問の独立性や中立性の議論を超えて、ようやく英

国で浸透してきた。これらの考えを Etzkowitz が Entrepreneurial University と Triple 
helix という概念で整理した。 
大学の評価において、社会・経済貢献の役割を評価できているのか？あまりできていな

い。Bibriometrics と Patentmetrics を使って英国は 2008 年に Research Assessment 
Exercise (RAE) を、2014 年に Research Excellence Framework (REF) （いずれも英国の

大学の研究評価の枠組）を行う予定であるが、それらは若手研究者の間に歪みを起こす。

つまりトップジャーナルばかり目指すようになる。質的な評価は原理的に不可能である。

研究の評価というのは Creating a Frankenstein Monster になりかねない 8。つまり、測定

ばかりにエネルギーを費やすことになってしまい、測定の結果が歪みを起こす。 
 
Dr. Maria Savona 
イノベーションの指標 
彼女は 10 年間エコノミストをしていた経験がある。公的サービス（教育・医療）以外の、

サービス業（小売、輸送、エンジニアリング、コンサルト業）において、イノベーション

に関するインプット・アウトプット・アウトカムを９指標で測定してきた。フランス、イ

タリア、英国で行った金融業の調査では、インプット・アウトプット・アウトカムを測定

するとともに、組織文化、イノベーションの内部過程を測定した。また、”Community 
innovation survey” という方法を開発した。その方法はイノベーションを定義する ”Oslo 
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Manual” に採用された。 
サービス業のイノベーションに関する調査 
調査でわかったことが３つある。１つ目は、会社レベルではエコノミーパフォーマンス

とイノベーションが正に相関すること。２つ目は、従業員の技能の種類がイノベーション

に強い影響を与えること。基礎科学以外で、例えば芸術や哲学など creative industry/jobs
と呼ばれる従業員の貢献が認められた。３つ目は、サービス業におけるイノベーションの

特徴は linear ではなく、特定のテクノロジーがイノベーションに直結するわけではないと

いうこと。なぜなら多くの人的要素がサービスの質や生産性に影響するからである。アウ

トプットとアウトカムを区別して測定するのは難しい。 
サービス業のイノベーションの特徴 

European paradox という言葉がある。科学技術に多くの資源を投入しているが、イノベ

ーションは実現しない。その理由の１つ目は縦割りであることである。理由の２つ目は、

英国の産業の７割はサービス業であるので、linear model になりにくいことである。サー

ビス業を改善するためには種となる技術が必要なのではなく、general purpose technology、
つまり汎用性のある技術とフォーマルな R&D が必要なのである。その例は ICT である。

ICT を導入することがプレイヤーの協働を生み、業務の効率化や改善を実現した。サービ

ス業でのアウトプットにはプロバイダと顧客/国民の両者がプレイヤーとして関わる。ICT
による改善には decompose of service into characteristics (technologist, provider, user) 
が必要である。例えば NHS Direct では救急のファーストコールでの情報収集から受診勧奨

までのプロセスを分析し、自動化できる場合と医療機関につなぐ場合とを明確に定義した。 
 
Dr. Paul Nightingale 
彼は銀行間証券取引の基幹システムの大容量化・高速化をマネージすることによるハー

ドウェアの進化がイノベーションに直結する linear model の業界で働いてきた。ヘルスケ

アに関しては Greenhalgh の文献レビュー9や Tidd の著作 10が参考になるだろう。あるい

は彼の自著 11も参考にするとよい。 
政策で RCT を活用するときの RCT の弱点については Greenhalgh の著作 12が参考にな

る。 
 
訪問 2 日目 
Dr. Michael Hopkins 
ヘルスケア産業での ”Hidden innovation” 

彼はもともと生物学の研究をしていたが、イノベーションの研究のために SPRU に来た。

おもに質的研究によってイノベーションの事例を深く掘り下げようとしている。例えば

genetic testing for thiopurine S-methyltransferase (TPMT)と genetic testing services を
深く掘り下げた研究でわかったことは、ヘルスケア産業では論文・発表・特許などでは見
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えにくく、現場で発生する ”Hidden innovation” （隠れたイノベーション）がしばしば優位

に立つことである。Hidden innovation は計画的な投資やマーケティング戦略に基づくもの

ではなく、患者・医療者・科学研究者・臨床研究者を含む intellectual community がイノ

ベーションを先導してきた。実質的には大学ではなく病院からの出版物が多いことでわか

った。１つにはこれらの技術が technology ではなく、technique（人的技術）によるもので

あったことも大きく影響している。すなわち、染色体検査に用いる試薬や器材のほとんど

は古くから存在しているものである。 
Hidden innovation では、特許が申請されることは少なく、知見は地域限局的に使われる

こともあれば、その出版物を通じてパブリックドメインに共有されることもある。一方で

製薬業界の R&D を国際的に比較した別の研究では多くの企業が R&D を外部化してネット

ワーキングビジネスにして、鍵となる特許を効率的に押さえようと競っていることが明ら

かになった。 
特許を申請するかどうか 
では新技術を特許に申請することはイノベーションの推進に有用なのか、それとも阻害

要因となるのか？もし特許を申請せず十分な資金提供があれば Hidden innovation が推進

される。しかし問題点として挙げられるのは適切な評価を得ないままいつの間にか実用化

されている可能性である。例えば、費用対効果の面で問題や、安全性に関連する外的規制

が及ばない問題である。反対に特許を追及する企業活動の場合は投資を広く集めることが

でき、開発・実用化や病院へのマーケティングを金銭的なインセンティブにより大きく加

速する可能性もある。どちらのアプローチが優れているのかは一概には述べられない。（取

材担当者註：Maria Savona との討論では無形のサービスと有形の技術ではイノベーション

の流れが異なることがあることが示されている。つまりLinear modelではなく、interactive 
‘chain-linked’ model では幅広い意見や価値観のすり合わせが重要であるため、 例えば京都

府の患者移動分析をはじめとするヘルスサービスリサーチではオープンドメインで幅広い

関係者を議論に呼び込むことが社会的にはより有効ではないかと思われる。）Patent 
metrics は製薬業界など linear model の領域では有用度が高く、反対にソフトウェア開発な

ど technique に依存する産業では有用度が低いことが言える。 
プレイヤーの信頼関係 

Engineering consultancies における generative/degenerative innovations の事例分析

によれば前者は value creation for clients が明確（イノベーションによる受益者が明確かつ

プレイヤー相互の信頼関係があると起こりやすい）である 13。逆に不信感がひとたび生じる

と容易に悪循環に陥るであろう。それらを事前に予測・予防することはおそらく困難だ。 
合意形成の難しさ 

TPMT 検査についての各診療領域（皮膚科、整形外科、膠原病科、消化器科など）の診

療ガイドライン作成の経緯が参考になるだろう。各診療領域で重症度や代替治療の有無な

どが異なるため、治療薬の投与法や TPMT が薬理作用に及ぼす影響は同じであるにもかか
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わらず遺伝子検査の有用性については診療科間だけでなく、同一診療科でも時系列に真逆

の結論になることも見られた。１つには委員会構成メンバーが議論や情報を過度に分散し

た結果、全体を俯瞰する議論が責任を持って行われなかった可能性があり、現在検証を進

めている。 
ガイドラインなど作成時の合意形成のプロセス 
誰の意見を聴取するか、対象の設定は難しい。彼の質的研究ではスノーボールサンプリ

ングに論理的飽和まで行い、さらに文献調査によって反対意見を核とする複数のスノーボ

ールを作る試みが成功した。 
派生的な事柄になるが、TPMT の費用効果分析に協力した経験から前提条件をめぐる合

意形成に多大なエネルギーを費やす必要があるとわかったので、以後はあまり関わってい

ない。 
 
Prof. Ed Steinmueller 
イノベーションにおける ICT の活用 

彼は米国と日本で IC を中心としたハイテク産業の研究をしてきた。ヘルスケアには深く

は関わってこなかった。日本で特定の患者集団・年齢層集団がオンラインで意見を表明す

る場はあるか？ヘルスポリシーに向けた市民の声が集まると１つのステークホルダーを形

成することができるが、あまり効果的な情報が集まらない場合がある。一般的には市民の

声はカオスで、声の強い人が目立つ。あるいは時には社会に広く浸透している懸念を拾う

ことができる。 
しかし一方で NHS Direct に代表されるように、health promotion effort を相互作用的に

市民に伝えることが ICT の最大の活用事例でもある。NHS Direct はプライマリケアにおい

て受診回数を減らす目的で救急患者のスクリーニングを行っている。患者の声が誤用され

る一例は伝統的な健康観やホメオパシーなど十分な科学的検証を伴わないが広く受け入れ

られているアイデアに関するものである。別の例はワクチンの効果と安全性をめぐる議論

である。それはつまりリスク・コミュニケーションとリスク・パーセプションの問題であ

る。Social networks online はそれら誤った信念を減弱するにも増強するにも強い力を持ち

うる。ICT は情報のネットワーク化をもたらし、社会へ一定の効果を与えうるが、常に介

入への信頼感を要する。つまりフクシマでの放射線の影響が科学的見地と原爆からのステ

ィグマの葛藤として語られていることに関心を持っている。 
イノベーションにおけるデータベースの活用 
データベースの活用は２つの意義を持つ。１つはパフォーマンス測定である。もう１つ

はそれよりも大きな意義としての、社会システムを構築し評価することによって人々に行

動変容を起こす可能性である。社会的問題についての市民の理解度を評価し、説得に用い

ようとする人もあるが、wikipedia に代表される cloud sourcing もある。 
市民が自分の健康問題について情報を得る手段はあるか？自発的に情報を得ることはあ
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るか？住民が自発的に情報を発信して、リアルタイムにインフルエンザをマッピングする

ことによって、住民の行動が変わる。これが user-centered innovation である。 
大規模データについて、データの質にあまりにもこだわりすぎるとそれはイノベーショ

ンにとっての足かせとなる。データキュレータはデータベースの構造を変えることに消極

的である。 
 
Prof. Erik Millstone 
研究者と行政の関係 

彼は京都府あんしんプロジェクトを主な題材として、研究者とプロジェクトのボードメ

ンバーとの関わりを様々な側面から質問して、具体的に理解しようと試みてくれた。 
彼は以下のような質問を投げかけた。日本の医療・保険制度の概要はどのようなものか？

地方自治体が医療に実効的な影響力を持つのか？持つとすればその手段は何か？説明責任

の所在はどうなっているのか？国への説明責任はあるのか？ボードのパフォーマンスは測

定されているのか？あんしん会議の提言は誰に向けられるのか？委員はどのような団体か

らいかに選出され、その団体にどのような説明責任を果たすのか？委員の報酬の有無は？

委員間の対立はどのような次元で見られるか？政策原案は誰の手で作られるか？事務局と

研究者の関係は？リサーチトピックを設定するのは誰か？研究者以外から多くの依頼があ

るか？リサーチの優先順位をめぐり対立はないか？国レベルでの議論が地方で縮小再現さ

れているだけか、別の価値観を持ちうるのか？研究者の価値観は何を代表しているか？例

えば臨床家の視点に強く沿ったものであれば利益相反が存在しないか？ 
数多くの質問を導き出した彼の研究人生 
上記の質問群は長年の経験に基づく知識体系が背景となっている。それは各プレイヤー

への個別のインタビューを通じて得た深い考察が積み上げられたもので構成されている。

Plos One に掲載された論文 14はその一例である。この研究では政策に関わる 40 人をでき

るだけ偏らずに集めようとした。ただし地域や時代によってこれらの体系は常に変化を続

け、リサーチもその変化を追うべきである。 
例えばワクチンの費用対効果分析が政策に結びつくためには、研究者が政策立案者と深

い対話を行う必要がある。ただし、医療分野では情報非対称（研究者と行政の情報レベル

に格差がある）があるので、研究者主導で独善的な研究に陥りかねない。 
英国での盛んに行われた討論は肥満の増加についての社会的責任の所在をめぐるもので

ある。つまり、食品製造業・医療者・教育・食品行政などのどこに責任があるかをめぐっ

て議論された。 
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科学技術イノベーションにおける
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概要概要

政策分野のイノベーション

研究とイノベーションの関係

医療介護分野以外の産業のイノベーションの医療介護分野以外の産業のイノベ ションの

例と、そのイノベーションの医療介護分野へ

の応用の可能性
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Evidence based policy (EBP)とは？Evidence‐based policy (EBP)とは？

医学・医療分野でのEvidence‐based medicine医学 医療分野でのEvidence based medicine 
(EBM)を参考にした
英国のNICE (National Institute for Health and 
Clinical Excellence)がEBM領域での先駆け
1990年代後半に出現

経験 専門知識 体系的なリサ チの中から得ら経験、専門知識、体系的なリサーチの中から得ら
れたベストなエビデンスによる判断を統合

そうすることによって、政策立案・実行に際して、そうすることによって、政策立案 実行に際して、
well‐informed な決定を下すことが可能

専門家の意見に頼った政策立案・実行から軸足を
移すことが可能

イノベーションの２つのモデルイノベーションの２つのモデル

Linear model (Science push, Demand pull)
特徴：科学がイノベーションに直結
例 創薬の分野 銀行間証券取引の基幹システム例： 創薬の分野、銀行間証券取引の基幹システム

Interactive ‘chain‐link’ model
Kline & Rosenbergが1986年に発表gが 年に発表
特徴：政策理念と現場との間に階層構造が存在

多くの鎖によってリンク
例 ビ 業例： サービス業

Interactive ‘chain‐linked’ model
の概念

Ben Martin Science policy research – Having an impactBen Martin. Science policy research – Having an impact 
on policy? Office of Health Economics. 2010.

サービス業におけるイノベーションサービス業におけるイノベーション

会社レベルではエコノミーパフォーマンスとイ
ノベーションが正に相関ノベ ションが正に相関

従業員の技能の種類がイノベーションに強い
影響影響

特定のテクノロジーがイノベーションに直結す
るわけではないるわけではない

なぜなら多くの人的要素がサービスの質
や生産性に影響するからや生産性に影響するから
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European paradoxEuropean paradox

科学技術に多くの資源を投入しているが、イノ

ベーションは実現しない。

理由１ 専門分化 縦割り理由１：専門分化・縦割り

理由２：英国の産業の７割を占めるサービ理由２：英国の産業の７割を占めるサ ビ

ス業では Linear model になりにくい。

サービス業での
イノベーションの必要条件

汎用性のある技術

例：ICTの導入によってサービス供給者と

顧客の協働を生み、業務の効率化・改善

を実現を実現

フォーマルなR&D

核となる技術は必要としない

サービス業における
イ ベ シ 浸透 概念図

• 既存技術に対して比較

イノベーション浸透の概念図
• 既存技術に対して比較

優位

• 受容者の価値・規範・
必要と合致必要と合致

• 利用が複雑でない
• 簡単に試せる
• ベネフィットがよく見えるネフィットがよく見える
• 再考案の可能性

Greenhalgh T, et al. Milbank Q 2004.

ヘルスケア産業における
イノベーション

“隠れたイノベーション”がしばしば優位

論文・発表・特許などでは見えにくい、現場で発生論文 発表 特許などでは見えにくい、現場で発生
するイノベーション

計画的な投資やマーケティング戦略に基づくもので
はなはない

患者、医療者、臨床研究者、科学研究者を含む
intellectual communityが先導intellectual communityが先導
特許が申請されることは少ない

知見は地域限局的、あるいは出版物を通じてパブ知見は地域限局的、ある は出版物を通じ
リックドメインに共有
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新技術の特許獲得は
イノベーションを推進するか？

特許申請しな 場合特許申請しない場合
十分な資金提供があれば”隠れたイノベーション”を推進
問題点：適切な評価を得ないままいつの間にか実用化問題点：適切な評価を得ないままいつの間にか実用化
• 評価の例：費用対効果、安全性に関連する規制
ソフトウェア開発などtechnique（人的要素）に依存するq
産業では有用度が低い

特許申請する場合特許申請する場合
投資を広く集めることが可能

開発・実用化や病院へのマーケティングを金銭的なイン開発・実用化や病院へのマーケティングを金銭的なイン
センティブにより大きく加速する可能性
問題点：特許利用料の発生が特許利用を阻害
製薬業界などtechnologyに依存するLinear modelの分野
では特許が有用

ICTの活用ICTの活用

市民の声を政策形成と社会変革に活用する上で大きな役
割割
例：NHS (National Health Service) Direct

標準的医療に関する情報提供や救急受診の適正化標準的医療に関する情報提供や救急受診の適正化
を目指した情報提供

等 り人 行動が変容Social networking service (SNS)等により人々の行動が変容

例：インフルエンザなどの社会現象のリアルタイムな可視
化が可能化が可能
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科学技術イノベーションを取り巻く研究開発・政策・制度 

 
 
 
 
 
 

我が国における科学技術イノベーションの

促進要因・阻害要因 

－医療福祉関連機器・情報領域を中心に－ 
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我が国における科学技術イノベーションの促進要因・阻害要因 
－医療福祉関連機器・情報領域を中心に－ 
  
以下は、科学技術イノベーションの促進要因・阻害要因について、医療福祉関連機器・

情報領域を中心に複数の関係者へのインタビューに基づく見解を当該企画調査チームでま

とめたものである。 
 
日本の技術と開発の考え方 
 日本の技術は、精密さ、信頼性、納期締切り、低価格の実現と言う点で、日本はいまだ

秀逸である。特に、メカトロニクスや関連するアナログのノウハウは強く、きめの細かい

機器の開発は、他の諸外国と比べて優れている。しかし、それらを統合する技術が乏しい。

また、日本企業は、MRI、CT など「診断機器」は、長年開発してきたが、「治療機器」の

開発は 40 年以上携わってこなかった。ペースメーカーもそうである。 
さらに、日本では、規制などの障壁により、企業の新規参入のハードルが高い。必要な

情報が届かないことや手続きの中での特別な複雑さが隠れた障壁となっている場合もある。

また、制度・政策への不審感等がハードルの原因としてあげられる場合もある。治験につ

いてみてみると、まず、CE（欧州規格認証）で認可をとり、そして FDA（米国食品医薬品

局）で認可を受けるといったプロセスを踏んでいるケースが多い。また、メーカーは、い

ろいろな技術を組み合わせて製品化するが、日本版を作っても儲からないという声も聞か

れる。技術レベルに係らず一律の診療報酬制度も一因という意見もある。 
 大企業（重電・電気メーカー等）は、技術は持っているが、表面には出てこない。それ

は、一つ事故を起こせば槍玉に上がり、株価暴落など起こり会社が潰れるなど危機に瀕す

る、という事情によるところが無視できない。リスク回避をせざるを得ない状況がある。 
特に、大企業の組織の中で活動してきた社長はリスク回避的になりやすい。1 つ事故起こ

すと、致命的なダメージになりうるので、若手が成果をあげても治療に及ぶ機器開発とな

ると止めることがあるらしい。 
 中小企業では、せっかくの技術があっても販路がないことで、展開が阻まれる。一方で、

中小の医療機器メーカーでは最先端技術を持たない場合もあり、技術の肝の部分は、医療

以外のことをやっている機械メーカーから買っている場合も多いようだ。優秀な大学院卒

が入った際も満足できないでいる場合があるらしい。 
  
 
規制・制度のあり方 

治験を例にあげてみると、薬事は医師、薬剤師が担っている。PMDA（医薬品医療機器

総合機構）審査官は、増員を図っているが、米国では 2000 人で米国と比較するとまだまだ

足りていない。人材不足でもあり、ロボット等の医療機器の審査は、後回しになっている
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のが現状である。そのような状況で医療機器（ロボット等）の審査ができるのであろうか。 
 医療におけるソフト面の規制をみると、日本では、キャダバー（死体）を使えない問題

があげられる。キャダバー・トレーニングとは、注射して死後硬直しなくなる死体を使っ

ての技術を試すことであり、国際的には、多くの国で導入されている。米国では、ドラマ

でも出てくるほどである。また、近隣国では、日本の技術を真似しているだけでキャバダ

ーを使ったことで、日本を出し抜いて国際的な栄誉ある受賞しているというケースもある。

先述したが、高技術をもつ医師でもそうでなくても診療報酬が同じなのも、事業展開を阻

む一要因となっている。 
 
我が国のマスコミの特徴 
 我が国のマスコミの特徴をみてみると、内容を深く調べないで「○○で事故」と騒ぎた

て、それが部分的な情報が社会に放出され、情報によっては、会社に大きなダメージを与

える。そのため、部品を製作する会社は、名が出ないように日頃から、黙っているきらい

がある。さらに、マスコミは、最大限の努力、再考の専門家、最高の状態でも叩くときは

とことん叩く。これでは、電機メーカーのインセンティブは落ちる。そのため、マスコミ

に対して安全への教育の必要がある。欧州では、最高レベルのプロが最高レベルの仕事を

して生じた事故に対して大騒ぎはしない、という観察もある。 
 
医工連携領域のあり方 
国内外の工学系の学会でも医療・福祉領域が拡大している。例えば、有識者の印象では、

日本ロボット学会では約３割が医療福祉領域であり、また、IEEE(米国電気電子学会)のロ

ボット部門では、約４割がバイオ,医・福領域であり、MEMS(マイクロエレクトロニクス領

域）では、6～7 割がバイオメディカル（20 年前は 2～3 件しかなかった）である。 
 Engineer として、工学部で医工学をやることも重要である。医学部の医工領域は、初代

教授はエンジニアでも次の代から医師になってしまう傾向がある。それは、エンジニアに

ポストがない（MD は生きていける）こと、ポスドクの先がないことが原因のひとつである。  
 一方、米国では、バイオエンジニアリングは、クリントン政権が終わる頃から国策とし

て注力しており、数々の有力大学に、拠点に匹敵する学科が形成されている。 
ダブル・メジャー（二つの領域を先行すること）を専攻するとポスドクまでは行くが、

その先がない。学術領域では従来のオーソドックスな専攻に戻るとハンディが大きいのが

現状である。ダブル・メジャーの力を活用する組織や社会のしくみが必要であろう。 
 
近年のイノベーション環境：IT を中心としたものと基礎研究との相違 
 従来型のイノベーションは、ビッグサイエンスモデルであった。大きな流れで研究を計

画し、トップダウンで進められている。しかし、IT 技術の向上と価格の低下に伴い、小さ

な集団での研究や開発が可能になった。このことにより、非常に多くの「モノ」が出現し、

45

45 / 112



試行錯誤の結果淘汰され、結果的に多くのイノベーションが達成されている。そしてその

周期・速度が非常に速いが特徴である。さらに、基礎研究・ライフサイエンスでも、IT が

そのあり方に変化をもたらしている。計画段階で時間がかかれば、その間に時代が変わっ

ている。それに耐えうる迅速な対応が必要になる。 
 
大学を取り巻くイノベーションの課題 
事業開発に関する自律的に回転していく仕組みが必要である。現在はイノベーションの

ステージ間にキャズムがあり、特にシーズから事業化する時の資金が不足している。文科

省『大学発新産業創出拠点プロジェクト』はその対策の一つであり、公的な補助金が出た

ものに対し民間のファンドが引き続き投資を行う。米国のシリコンバレーを参考にしてい

るので、日本との環境違いを考慮にいれる必要がある。民間資金を活用したイノベーショ

ンを推進する仕組みが必要である。 
大学、企業に係らず、日本の文化的な特徴もある。我が国の大学や企業は、細かいこと

をつきつめるのは得意であるが、逆に「複雑なシステム」には弱い。また、「根性論」に陥

りやすい。また、行政と大学の間をつなぐ、PhD レベルのコーディネータが必要である。

その役割を日本のシンクタンクに期待することはできない。その役割は、投資領域はどこ

か、法制度をいかにするかを的確に検討すること、二者間の言葉を通じさせることである。 
 
大学や学会の使命（論文から社会貢献へシフト） 
大学の使命のひとつは、研究成果から制度・政策のためのたたき台（案）を行政に提言

することである。これは、学会の役割として行うことも重要である。国策の決定者から１

研究者にではなく、学会に求められることがある。これが定期的に国にあがる仕組みもあ

る。 
さらに、大学は、ヒトやモノが集まるサロンとしての役割を担っている。そのため、流

動的な場所の提供し、大学自身が企業に手を差し伸べる姿勢も期待できる。イノベーショ

ンのシーズも生まれうる。しかし、大学には、イノベーションの創出を期待しないという

厳しい声もある。英国では、教育・学術研究というよりむしろ、直接的に社会貢献、経済

貢献を大学に求めるようになってきている傾向がある。 

 
技術を発展させる人を育て、活かす国策が弱い 
 近年我が国では、優秀な定年退職者がシンガポール、台湾、韓国に獲られており、多く

の我国固有の技術と情報が流出している。Ｋ社は、世界のトップを集めており、しかもＳ

社等は、雇い入れ後、2 から 3 年でクビにしている。つまり、今我が国に最も必要な成熟の

技術者や技術プロデューサーの優れた技術やノウハウが海外に取られており、技術を発展

させる人を育て、それを活かす国策が弱いといえる。この課題の克服のため、プロフェッ

サー・ユニオンが設立され、企業出身者のエキスパート・ユニオンも設立に向けて活動が
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あるようだ。成熟した技能や知識を持つ方々に活躍の場があれば、‘やりがい’のある仕事

で大きな力を発揮できる。 
 
個人情報保護法とマイナンバー制度 
 個人情報保護法は、あらゆる自治体や独立行政法人で策定しなければならない現状があ

り、条例数が無数にある。これが自治体を超えての活動を大きく阻む原因となる。特に、

データベースの構築と活用が重視され、近年のクロスボーダー時代において、国内であっ

ても圏域越境データの活用が困難であるなど、医療情報の取り扱いにおいても重大な問題

となっている。 
 国レベルで、マイナンバー制度を導入するための関連四法案が閣議決定されたが、マイ

ナンバー法の導入が検討され、センシティヴな情報を扱う医療領域においては個別法も検

討されてきたが、これは先送りになっている。機微な情報に繋がるのでリスクが高いが、

既に導入され活用されている国が少なくない。このマイナンバー制度により、施設間や医

療者間で情報の共有が進み、より適切な役割分担が実現し、より適切な継続性ある医療の

患者への提供が可能となる。また、施設や地域を超えた広域レベルでのデータ活用が可能

となり、より効果的な制度・政策の評価や立案、保険者機能の強化、効率的な医療保険制

度の運営など、制度・政策に役立つデータ分析も可能となる。 
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ICT 等の科学技術を活用した医療介護等の社会システムにおけるイノベーション：事例調査 

 
 
 
 
 
 

高齢者の雇用創出と健康増進の実現： 

徳島県上勝町の葉っぱビジネス 
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高齢者の雇用創出と健康増進の実現：徳島県上勝町の葉っぱビジネス 
 
取材先：株式会社いろどり 
場所： JA 東とくしま上勝支所 
 株式会社いろどり 
 
どこがイノベーションなのか 

 葉っぱを商品にするという新しいビジネスを創出し、地域の産業として定着させた。高

齢者や女性を中心に、主体的に活躍する場を与え、雇用の促進と健康増進に寄与している。 
さらに、生産者とＪＡ、そしてプロデューサーである株式会社いろどりの連携が、地域

社会にイノベーションを起こしている。 
 
概要 

徳島県上勝町は平成 25 年 2 月 1 日現在、人口 1,866 人 866 世帯と四国で最も人口の少な

い町で、高齢化率も 49.04%と非常に高い町である。徳島県の内陸山間に位置する上勝町で

は、かつては林業やみかん栽培が主な産業であった。しかし 1976 年の寒波により、ほとん

どの樹木が枯死する被害にあった。ここで、これまでに変わる産業として、当時農協の営

農指導員をしていた、現在の株式会社いろどり社長の発案で、高齢者でも取り組める仕事

として、山間部で採取した花や葉を出荷することになった。しかし、自然のものでは「つ

ま」としての用途をなさず、在庫の山となる。そこで、実際に料亭に足を運び、「つま」と

しての正確な用途とニーズを把握、花や葉を栽培し出荷するという形で事業として成り立

ち、上勝町から出資を得て第三セクターとして法人化され、現在に至っている。 
 
この彩事業では、生産者は高齢者や女性が中心、JA から市場開場日に毎朝防災無線 FAX

などを利用して注文や市況報告を行い、それに対し生産者が注文を受注し午前中に出荷す

るという形で成り立っている。出荷された「つま」は全国の市場へ送られることになって

おり、現在では 44 の地域へ出荷されている。この枠組みの中に株式会社いろどりは「情報

力を高める」「現場との距離を縮める」「情報を見える化する」ために、市場関係者や消費

者からの商品情報提供を基に、生産者に向けて、専用 PC 等による市況・出荷・分荷・目標

などの情報提供をおこなったり、順位や金額の公開等を行い、生産者である高齢者や女性

にやる気を起こさせ、町の大部分を占める高齢者の活性化に寄与している。事業開始当初

は 4 人の高齢者女性から始まった彩事業も、事業が成功してくるにつれ、元々あった人間

関係を伝って参加者が広がり、元々農家として栽培の技術や知恵があったのも幸いして、

現在では約 200 世帯が参加し、町民の約四分の一がこの事業に従事している。平均年齢は

約 70 歳で 320 種類の商品を出荷、全国シェアも 80%を占め、町全体での販売額は約 2 億 6
千万円に上る。 
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高齢者に対するイノベーションと成果という面でも、当初は注文も防災無線 FAX から始

まっていたが、パソコンや今ではタブレットを配布し使用してもらっている。操作に不慣

れな高齢者も多いため、専用システムを作成しなるべく使いやすい形を提供している。ま

た、受注は早い者勝ちでありまた、季節や需給バランスにより値段変動もあることから、

頭を使って栽培・受注する必要があり、出荷状況はグラフ等によりわかるようになってい

るため、高齢者同士でライバル心が生まれ、それが生きがいに繋がっている。 
今後の課題としては、やはりこの事業が高齢者が中心となっている事業であることが、

高齢化率約 50%の町で「現在」成り立っている状態、である。残念ながら高齢者がいつま

でも働き続けることは不可能なため、後継者が必要となるが、高齢者だから働けるという

事業ではなく、栽培技術や知恵を必要とするものである。そこで、インターンシップ事業

を行い、インターンシップ生を農家に受け入れてもらい、I ターンや U ターンを増やし、事

業継続を目指す必要があると考えられる。このインターンシップ事業により、高齢者は若

者に指導・教育することとなり、これがさらに元気にさせる源となると期待されている。 
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高齢者の雇用創出と高齢者の雇用創出と
健康増進の実現：

徳島県上勝町の葉っぱビジネス

取材先： 株式会社いろどり

場所：

JA東とくしま上勝支所

株式会社いろどり

概要概要

• 彩事業とは

• 彩事業の成り立ち 広がり• 彩事業の成り立ち、広がり

• 地域活性化へのつながり

• 高齢者に対するイノベーションと成果

• 成功の秘訣

• 課題と今後の展望課題と今後の展望

2

徳島県上勝町徳島県上勝町

• 人口1866人、866世帯 高齢化率49 04%（H25/2/1現在）人口1866人、866世帯 高齢化率49.04%（H25/2/1現在）

• 徳島県の内陸部に位置し、山間にある

• 小学校 中学校が1校ずつあり 高校はない小学校、中学校が1校ずつあり、高校はない

• 県道が1本通っているのみで、町内の交通は町営バスのみ

• 5つの大字があるが このうち比較的平地の多い2地区が彩• 5つの大字があるが、このうち比較的平地の多い2地区が彩
事業のメインである

• 京都から５ ５～６時間京都から５.５ ６時間

3

彩事業とは彩事業とは

• もみじ 柿 笹 南天などの葉や 梅 桜 桃の花などを料理もみじ、柿、笹、南天などの葉や、梅、桜、桃の花などを料理
の「つま物」として商品化し、これらの栽培から出荷までを高
齢者や女性を中心に行う事業

生産者
高齢者や女性が中心

専用PC等による、市

況 出荷 分荷 出荷 防災無線FAXによる況・出荷・分荷・出荷
目標などの情報提供 商品出荷

防災無線FAXによる
緊急注文・市況報告

㈱いろどり JA東とくしま
分析データ提供

市況情報 集荷実績提供市況情報・集荷実績提供

商品情報
提供

商品の
情報請求

注文市況
情報 出荷価格

4
市場関係者・消費者

提供 情報
交渉
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彩事業の成り立ち彩事業の成り立ち

• 徳島県の内陸山間にある上勝町では木材やみかん栽培が徳島県の内陸山間にある上勝町では木材やみかん栽培が
主な産業であった

• 1976年の寒波によってほとんどの樹木が枯死する被害にあ年の寒波 よ てほとんどの樹木が枯死する被害 あ
う

• これまでにかわる産業として、当時農協の営農指導員であっ
た、現在の㈱いろどり社長の発案で、高齢者でも取り組める
仕事として、山間部で採取した花や葉を出荷

• 自然のものでは「つま」としての用途をなさず、うまくいかな
かった

料亭 行き 「 ま としての正確な用途と ズを把握• 料亭へ行き、「つま」としての正確な用途とニーズを把握

• 上勝町からの出資を得て第三セクターとして法人化

5

彩事業の広がり彩事業の広がり

• 事業開始当初は4人の高齢者女性からスタート事業開始当初は4人の高齢者女性からスタ ト

• 徐々に事業が成功してくるにつれ、もともとあった人間関係
を伝って、事業参加者が広がりをみせるを伝 て、事業参加者が広がりをみせる

• もともと農家として栽培の技術や知恵を持っていた

• 200世帯ほどが参加し、町民の約1/4が従事（平均年齢は約200世帯ほどが参加し、町民の約1/4が従事（平均年齢は約
70歳で、女性が多い）

• 北海道から九州まで、全国44の市場に出荷海道 州 、 国 市場 荷

• 320種類の商品、全国シェアの80%、町全体の販売額は約2
億6000万円となる

6• 軽い・きれい・根気、知識、経験→高齢者に最適

地域活性化へのつながり地域活性化へのつながり

• 高齢者や女性でもできる仕事であるため これまであまり仕高齢者や女性でもできる仕事であるため、これまであまり仕
事として表に出なかった人たちにとって、働き手としての活躍
の場ができる

• 年金受給者から納税者へ

• いくつになっても目標を持って生活

• 町全体が活性化することにより、全国的にも注目を浴びる

• マスコミの取材、映画化により、町としても注目を浴び、Iター
ンやUターンが期待される

7

高齢者に対するイノベーションと成果高齢者に対するイノベーションと成果

• 当初は注文の案内を防災無線を使っていたが パソコンや当初は注文の案内を防災無線を使っていたが、パソコンや
NTTドコモのタブレットを配布し、高齢者の方に使ってもらう

• 操作に不慣れな高齢者向けに、専用のシステム（ポータルサ操作に不慣れな高齢者向けに、専用のシステム（ポ タルサ
イトから注文・出荷・集荷情報が見れる）を作成

• 注文の受注は早い者勝ちのため、タブレットを持った状態で
山へ行き、注文と同時に高値となりそうな商品の栽培状況を
見て受注するという流れで、頭を使う

• 受注状況はパソコンから月単位や商品単位でグラフとして見
ることもでき、自分の順位もわかるため、向上心をあおる

（高齢者同士でライバル心が生まれそれが生きがいになる）（高齢者同士でライバル心が生まれそれが生きがいになる）

• いつまでも元気に働きたいという思いを持つ

徳島県内 当たり 後期高齢者 療費が県内最低
8

• 徳島県内では一人当たりの後期高齢者医療費が県内最低
（ただし、これは診療所の数なども影響がある可能性）
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株式会社いろどりの役割株式会社いろどりの役割

情報力を高める• 情報力を高める

• 現場との距離を縮める

• 情報を見える化する

9

成功の秘訣成功の秘訣

高齢者 やる気を持た る• 高齢者にやる気を持たせる

• 地域の方に出番（活躍の場）を持ってもらう

• 生産者を主役にする

• そのためにはボランティアだけではだめ

• 産業として成り立たせることが必要

• 経済活動につなげていく

• 地域の資源・知恵・自然を生かしていく

10

課題と今後の展望課題と今後の展望

高齢者が中心とな る事業 ある とが 高齢化率約• 高齢者が中心となっている事業であることが、高齢化率約50%
の町で「現在」成り立っている

高齢者がいつまでも働き続けることは不可能なため 後継者が• 高齢者がいつまでも働き続けることは不可能なため、後継者が
必要ではあるが、高齢者だから働けるわけではなく、栽培技術
や知恵などを持った高齢者だったからできたや知恵などを持った高齢者だったからできた

• 技術や知恵など無くしては 成り立たない• 技術や知恵など無くしては、成り立たない

• インターンシップ事業を行い、農家に受け入れてもらい、Iターン
やUターンを増やし、事業継続を目指す（㈱いろどりの社員は全やUタ ンを増やし、事業継続を目指す（㈱いろどりの社員は全
員Iターン者）

11• 高齢者が若者に指導・教育することでさらに元気になる
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ICT 等の科学技術を活用した医療介護等の社会システムにおけるイノベーション：事例調査 

 
 
 
 
 

 
 

科学技術・研究開発における 

     ICT によるイノベーション  
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科学技術・研究開発における ICT によるイノベーション 

 

相手：近藤正晃ジェームス － Twitter 社日本代表 

場所：アーク森ビル  

 

 近年のイノベーション環境：IT を中心としたものと基礎研究との相違 

従来型のイノベーションは、ビッグサイエンスモデルであった。大きな流れで研究

を計画し、トップダウンで進められている。 

しかし、IT 技術の向上と価格の低下に伴い、小さな集団での研究や開発が可能にな

った。このことにより、非常に多くの「モノ」が出現し、試行錯誤の結果淘汰され、

結果的に多くのイノベーションが達成されている。そしてその周期・速度が非常に速

い。 

基礎研究・ライフサイエンスでも、IT がそのあり方に変化をもたらしている。 

計画に伴う時間がかかれば、その間に時代が変わっている。迅速な対応ができる必

要がある。 

 大学に求められる役割 

ヒトやモノが集まるサロンとしての役割。 

流動的な場所の提供。大学自身が企業に手を差し伸べる姿勢へも期待。 
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科学技術 研究開発における科学技術・研究開発における
ICTによるイノベーションICTによるイノベ ション

• 取材先： Twitter Japan日本代表 近藤正晃ジェ• 取材先： Twitter Japan日本代表 近藤正晃ジェー
ムス氏

• 場所 ア ク森ビル• 場所：アーク森ビル

• 概要
近年 イ ベ シ 環境 を中心と たも と基礎研近年のイノベーション環境：ITを中心としたものと基礎研
究との相違

大学に求められる役割大学に求められる役割

近年の（IT）イノベーションをめぐ近年の（IT）イノベ ションをめぐ
る環境
• 従来： 大きな組織・装置による開発

長大なロードマップ。長大な ッ 。

• ↓ 機器の小型化・コスト低下• ↓ 機器の小型化・コスト低下

• 近年： 小さな集団・コアエンジニアが中心
非常に大量の試行錯誤と自然淘汰

従来型開発の発想とその問題点従来型開発の発想とその問題点

• ビックサイエンスのモデル
• 大きな流れで提示
• トップダウンで開発を進める• トップダウンで開発を進める

• 世界の変化が非常に速い世界の変化が非常に速い
• cf:2年もあれば、業界は再編している
• 「今」必要としているもへ対応できない、判断できない今」必要としているも 対応できない、判断できない

• いろいろな試行錯誤に向かない：必ず「よい」結果が必
要

• これらが、大学と企業（特にIT業界）とのギャップ

従来型開発の変化従来型開発の変化

• IT以外のいわゆる基礎系・ライフサイエンス系など
開発・研究は従来型のものに重点がある開発 研究 従来型 も 重点 ある

• これらでも ITの進歩により研究手法に変化が見ら• これらでも、ITの進歩により研究手法に変化が見ら
れる
※取材者注：例）SARSに対するWHOの研究ネットワーク※取材者注：例）SARSに対するWHOの研究ネットワ ク
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企業から見た大学に求めるもの企業から見た大学に求めるもの

• 革新的企業は、現時点で大学に求めているものは特
にない

• イノベーションへの（制度的）障壁を感じることはほとん
どない

• 大学は潜在能力があり、またサロン・「場」の提供とし
ても最適ても最適

さまざまな人がさまざまな能力・研究を持っている
人を集めることができる

大学が積極的に企業の「実際の問題」を解決に乗り出す姿
勢も期待
企業が必要とする人材を企業からも育成の機会として活用企業が必要とする人材を企業からも育成の機会として活用

大学と企業との関係の研究大学と企業との関係の研究

• （IT業界の起業家の）多くは、大学を出ていない
20歳や30歳ころに、すでに複数の起業を完了歳や 歳 、す 複数 起業を完了

• 海外ではFellow制度などの活用

これまでの起業家と大学との接点を洗い上げ 分• これまでの起業家と大学との接点を洗い上げ、分
析することで、有効な関係を見いだせる可能性

日本でのイノベ シ ンの可能性日本でのイノベーションの可能性

• 特徴を生かす
地域、人、文化、それぞれに特徴がある地域、人、文化、それぞれ 特徴 ある
例）lineは日本独自の絵文字を基礎に発展。imode
絵文字の文化、エンジニアの存在が背景にある

• 日本が必ずしもシリコンバレーを構築する必要は• 日本が必ずしもシリコンバレ を構築する必要は
ない

• シリコンバレーの発展• シリコンバレ の発展
→ NYへの移行
※技術の集積から、技術の分散、商業との結合※技術の集積から、技術の分散、商業との結合
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ICT 等の科学技術を活用した医療介護等の社会システムにおけるイノベーション：事例調査 

 
 
 
 
 

 
 

社会システムのトータル・デザイン: 

「なぜスマートシティは世界の最重要国家

戦略か？」  
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社会システムのトータル・デザイン：「なぜスマートシティは世界の最重要国家戦略か？」 
取材先：イーソリューションズ株式会社 代表取締役社長 佐々木経世氏 

 
取材目的 

我が国の科学技術イノベーション政策推進のため、スマートシティの概念を取り入れる

ことで、社会システムにどのようなイノベーションが起きるのかについて調査する。さら

に、世界における我が国の成長戦略やイノベーション政略における課題を明確にする。 
 
我が国の課題 

従来の発想や方法論では限界があり、特に従来のコンソーシアムや産業政策では、物事

がなぜ構造的に動かないかが不明確である。昨今、社会インフラのパッケージ輸出を重視

する動きがあるが、国として具体的なビジネスやシナリオが不明確である。 
また、日本の製品開発技術などが海外に奪われている。日本で開発された機器の世界シ

ェアの推移をみると、販売当初は、高いシェアを占めているが、年々急速にシェアが低下

している。さらに、環境・エネルギー技術も下記のようにイメージできる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
スマートシティの必要性（世界の最重要国家戦略） 

 今後世界各国において、人口増加、都市化、中流化によるエネルギー消費といった問題

が現実化しており、今後エネルギー消費の爆発的な増加が見込まれている。その中で、低

炭素都市化、つまりスマートシティ化が必要となっている。 
 海外では、天津エコシティ（中国）、ソウヒデン（中国）、ソンド U-City（韓国）、マスダ

ールシティ（ＵＡＥ）、シンガポールなどで、スマートシティ化に向けて前進しており、各

国で、重要国家戦略と位置付けられている。 
 また、市場を、第１層：不動産開発、第２層：基礎インフラ、第４層：生活サービス、

環境・エネルギー分野におけるガラパゴス化の懸念 

（e-solutions Inc.ご提供） 
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第５層：生活スタイル・文化・芸術、そして間の第３層：スマートインフラと位置付け、

このスマートインフラ市場は、今後 20 年間 4000 兆円の市場であると推計されている。 
   
スマートシティプロジェクトの現状 

 スマートシティ企画（株）を設立し、全２７社でスマートシティプロジェクトを推進し

ている。この２７社は、コンソーシアムではなく、ジョイント・ベンチャーとして事業を

行っている。スマートシティに必要となる地域ＥＭＳ、スマートビル、スマートハウス、

次世代自動車インフラ、分散電源システムなど、発電から消費、または業務から家庭など

様々な軸で、部分最適ではなく、全体最適として市場や事業を捉えている。 
さらに、全体最適を目指し、ジョイント・ベンチャーでスマートシティ化を進めること

により、これまで各社がバラバラに世界へ情報配信していたが、そのような情報配信や非

効率なマーケティングの改善にもつながる。 
 この事業は、2009 年後半に７社からスタートし、現在は２７社であるが、これまで、横

浜市、豊田市、京阪奈、北九州などで実証実験を実施している。 
 また、本事業は、ソリューションのさらなる拡充とプレゼンスの向上を重視している。 
 今後は、第１層から第５層まですべてを網羅する狙いがある。 

60

60 / 112



ICT 等の科学技術を活用した医療介護等の社会システムにおけるイノベーション：事例調査 

 
 
 
 
 

 
 

スマートシティと新たな街づくり 
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スマートシティと新たな街づくり 
場所  パナソニック(株) エコソリューションズ社 
  まるごとソリューションズ本部 (大阪府門真市) 
面談相手 まるごとソリューションズ本部 
  企画グループ 事業企画チーム 
  チームリーダー 冨永弘幸様 
  同参事  黒田直喜様 
概要 パナソニックのスマートシティへの取組みを、横浜、大連、藤沢の事例

を含めて紹介 
 
 
○スマートシティ：エネルギーへの取り組み 1 
昨今のエネルギー供給源の見直しの趨勢および需要側の意識の高まりにより、電力需給は

従来型の一方通行供給から、需給間での電力調整へ移行しつつある。家庭のエネルギーの

関心は量から質へ変化し、再生可能エネルギーの導入が拡大されるだろう。また家庭や地

域において、コミュニティ発電、蓄エネルギーとの連携によるエネルギーの安定利用化を

はじめとするエネルギーマネジメントが進められようとしている。一方、エネルギー供給

側では、電力供給源の多様化と、需要側の状況に応じたデマンドレスポンスが必要とされ

ていく。このような需給間での電力調整は、新しいエネルギーインフラを構築することに

つながる。更に、新しいエネルギーマネージメントシステムをモデル化することで、新た

な産業が創出される。 
 
○スマートシティ：エネルギーへの取り組み 2 
スマートシティ実現のための、家庭から社会へ拡がる新しいエネルギーへの取り組みを大

きく３つのステップとして考えることができる。STEP1 家庭：節電、省エネ家電の活用、

太陽光発電の利用。STEP2 建物 (家屋、集合住宅 )、小地域：HEMS(House Energy 
Management System)による家電連携(スマート家電)、エネルギー創蓄連携、エネルギー消

費の見える化、外部連携および太陽光発電と家庭用蓄電池による蓄エネルギー。STEP3 社
会：地域・社会のエネルギーマネジメントや系統連系デマンドレスポンスを通じての需給

調整型エネルギーインフラ。 
 
○スマートシティ：街づくりへの取り組み 
住み続けられる街づくり、住み易い街づくりを目指す。BTO に準えれば、Build は、既存

の住宅や地域を Modify(欧米の主流)または新規に街づくりを行い、その街にシステム

(HEMS,BEMS,CEMS)を構築することが挙げられる。Operate はエネルギーの観点におい

ては、エネルギーの系統運用会社、独立系統運用機関の設立・運用で示される。またサー
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ビス事業の観点において、モビリティ・マネジメント、ファイナンス、タウンマネージメ

ント会社による住民 NEEDS の把握等で示される。Transfer は、投資に対する評価でなさ

れると考える。 
 
○スマートシティ：医療への取り組み 
スマート家電による日々の健康チェック並びに屋外に設置された見守りカメラが健康増進

や予防を担うことが期待される。病院施設に関しては、ファシリティマネジメントやエネ

ルギーの使い方を平準化することで効率的な運営を図ることが出来る。高齢者の住み易い

環境構築には、エイジフリー事業(訪問看護、在宅医療)の知見を活用し、またタウンマネー

ジメント会社による NEEDS の把握を元に住民の年齢変化や時代に合わせた取り組みを行

う。ただし、緊急警報システムを実現するには誤報、失報のリスクがあり、確実性が取れ

ない。また、他社(警備会社等)との棲み分けに課題が残る。 
 
○スマートシティ：取り組み例①横浜スマートシティプロジェクト Yokohama Smart City 
Project(YSCP) 
３地域(港北ニュータウン、みなとみらい、グリーンバレー)での大規模実証実験であり、

CEMS(東芝)、スマートメーター(東京電力)、HEMS(Panasonic)を接続した「地域デマンド

レスポンスシステム」の実証検証を行う。具体的には、およそ 4000 戸の住宅に HEMS を

導入する。 
スマートシティ：取り組み例②Fujisawa サスティナブル・スマートタウン(Fujisawa SST) 
Panasonic 工場跡地に建設。約 1000 戸の戸建・集合住宅を新規に造成する。「生きるエネ

ルギーがうまれる街」をコンセプトとし、藤沢市や 11 企業(不動産、銀行、通信、等)との

コラボレーションにより実現した。ハードウェアだけでなく、ソフトウェアと両立するこ

とで、活気ある住み続けられる街を目指す。街づくりの道しるべとなり方向性を共有する

ための数値目標と、それを実現するためのガイドラインを設定している。また、Fujisawa
タウンマネジメントカンパニー(仮)を設立し、住民の声を街に反映させ、事業として街全体

をマネジメントしていく企業体組織とした。 
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スマートシティと新たな街づくりスマ トシティと新たな街づくり

場所 パナソニック(株)場所 パナソニック(株)
エコソリューションズ社
まるごとソリューションズ本部 (大阪府門真市)まる とソリ ション 本部 (大阪府門真市)

面談相手 まるごとソリューションズ本部
企画グループ 事業企画チーム企画グル プ 事業企画チ ム

チームリーダー 冨永弘幸様

同参事 黒田直喜様同参事 黒田直喜様

概要 パナソニックのスマートシティへの取組みを、
横浜 大連 藤沢の事例を含めて紹介横浜、大連、藤沢の事例を含めて紹介

1

スマートシティ：エネルギーへの取り組みスマ トシティ：エネルギ への取り組み

従来型の一方通行供給から、将来は需給間での電力調整へ

エネルギー需要側：

【家庭】 エネルギーの量から質へ変化(我慢の節電から継続的な節電へ)

再生可能 ネルギ の導入拡大 太陽光発電 導 売電事業 普及再生可能エネルギーの導入拡大(太陽光発電の導入、売電事業の普及)

【地域】 エネルギーの安定利用化(コミュニティ発電、蓄エネルギーとの連携)

エネルギーマネジメント(地域レベルでのエネルギー平準化)エネルギ マネジメント(地域レベルでのエネルギ 平準化)

エネルギー供給側：
電力供給源の見直し、多様化電力供給源の見直し、多様化

状況に応じたデマンドレスポンス

新しいエネルギーインフラの構築(国から街、家庭のレベルまで)

需給バランスに応じた電力調整、取引

エネルギーマネージメントシステムのモデル化、産業の創出

2

スマートシティ：エネルギーへの取り組みスマ トシティ：エネルギ への取り組み

家庭から社会へ。エネルギーへの取り組み
STEP1家庭
各人の努力による節電、省エネ家電の活用、太陽光発電の利用

STEP2建物(家屋 集合住宅) 小地域STEP2建物(家屋、集合住宅)、小地域

HEMS(House Energy Management System)による
家電連携(スマート家電) エネルギー創蓄連携 外部連携家電連携(スマ ト家電)、エネルギ 創蓄連携、外部連携

太陽光発電と家庭用蓄電池による蓄エネルギー

住宅のエネルギー蓄積、消費の見える化

STEP3社会

建物単位から地域・社会のエネルギーマネジメントへ

トメ タ 連携から系統連系デ ド ポスマートメーター連携から系統連系デマンドレスポンスへ

需給調整型エネルギーインフラの実現

3 4
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スマートシティ：街づくりへの取り組みスマ トシティ：街づくりへの取り組み
住み続けられる街づくり。住み易い街づくり。
BuildBuild

既存の住宅、地域をModify
…欧米の主流 コペンハーゲン、ストックホルム、アムステルダム、マンハイム等

新規に街づくり新規に街づくり
システム構築

HEMS,BEMS(Building Energy Management System),
CEMS(Cluster/Community Energy Management System)( / y gy g y )

Operate
エネルギー

系統運用会社、独立系統運用機関(ISO[Independent System Operator])
サービス事業

モビリティ・マネジメント(Mobility Management)
ファイナンス

タウン ネ ジメント会社による住民 の把握タウンマネージメント会社による住民NEEDSの把握

Transfer
投資に対する評価

5

スマートシティ：医療への取り組みスマ トシティ：医療への取り組み
健康増進、予防

スマート家電による日々の健康チェックスマ ト家電による日々の健康チェック
屋外に見守りカメラ

病院病院
ファシリティマネジメント
エネルギーの使い方を平準化

高齢者
エイジフリー事業の知見を活用(訪問看護、在宅医療)
住民の年齢変化 時代に合わせた取り組み住民の年齢変化、時代に合わせた取り組み
タウンマネージメント会社によるＮＥＥＤＳの把握

緊急警報システム緊急警報システム
誤報、失報のリスク。確実性が取れない
他社(警備会社等)との棲み分けに課題

6

スマートシティ：取り組み例①スマ トシティ：取り組み例①

スマートシティへの取り組み例 〓横浜〓

横浜スマートシティプロジェクトYokohama Smart City Project（YSCP）

経済産業省の「次世代エネルギー・社会システム実証」に選定
(H22.4)

政府(内閣官房)から「環境未来都市」に選定(H23.12)
３地域(港北 タウン みらとみらい グリ ンバレ ）での３地域(港北ニュータウン、みらとみらい、グリーンバレー）での
大規模実証実験…システムとしての実現性

CEMS(東芝) スマートメーター(東京電力) HEMS(Panasonic)を接CEMS(東芝)、スマ トメ タ (東京電力)、HEMS(Panasonic)を接
続した「地域デマンドレスポンスシステム」の実証検証
→次頁、実施項目②

およそ4000戸の住宅にHEMS導入

7 8
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スマートシティ：取り組み例②スマ トシティ：取り組み例②
スマートシティへの取り組み例 〓藤沢〓
Fujisawaサスティナブル・スマートタウン(Fujisawa SST)Fujisawaサスティナブル・スマートタウン(Fujisawa SST)
Panasonic工場跡地に建設。約1000戸の戸建・集合住宅。2014年春完成予定

「生きるエネルギーがうまれる街」
生活に欠かせないエネルギーがうまれる街
人々に生き生きとしたエネルギー(活気)がうまれる街

藤沢市や11企業(不動産、銀行、通信、等)とのコラボレーション藤沢市や 企業(不動産、銀行、通信、等) ラボ シ ン
により実現
ハードウェアだけでなく、ソフトウェアと両立することで、活気あ
る住み続けられる街にる住み続けられる街に
街づくりの道しるべとなり方向性を共有するための数値目標と、
それを実現するためのガイドラインを設定→次頁

タウ ネジメ トカ パ 仮 を設立Fujisawaタウンマネジメントカンパニー(仮)を設立
事業として街全体をマネジメントしていく企業体組織
経年で変化していく住民の声を街に反映させる

9

経年で変化していく住民の声を街に反映させる

10
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ICT 等の科学技術を活用した医療介護等の社会システムにおけるイノベーション：事例調査 

 
 
 
 
 

 
 

低炭素社会とビッグデータ 
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低炭素社会とビッグデータ 

株式会社日立製作所 スマートシティプロジェクト本部  
担当部長 吉川 和徳、部長代理 谷口 大作、主任 斉藤 和孝、主任技師 恵木 正史 
 
 
なぜ低酸素社会が必要か 

日立製作所では、「人と地球のちょうどいい関係」の実現を目指し、低酸素社会の構築に

向けスマートシティの構築に向けて取り組んでいる。本事業の背景には、気候変動、人口

の増大と資源の枯渇、都市への人口集中がもたらす都市化の弊害があげられる。 
近年の気候変動は、地球温暖化を中心に、生態系への影響はもとより、異常気象、自然災

害の大規模化による経済活動への打撃、海面上昇による浸食などの二次的被害を含め、現

代社会全体にとって大きなリスクとなっている。 
 また、世界の人口は、2011 年 10 月 31 日時点の推計で 70 億人に達し、1950 年の 25 億

人から 2.8 倍となっており、今後も世界人口は増加し、2050 年には 93 億人に達すると見込

まれている。 
 国連によれば、新興国では 2020 年に都市人口が農村人口を上回り、2050 年には世界全

体の人口の約７割が都市に居住するようになると推定されている。こうした人口集中が進

む都市では、現在においても顕在化している多くの都市問題がより一層顕著となる恐れが

ある。例をあげると、街のスラム化、大気汚染、飲料水の確保、排水・汚水の処理、エネ

ルギーの確保、交通渋滞、ゴミの処理といったものがある。低酸素社会の構築においては、

地球規模の環境配慮に加えて都市問題という観点からも、新技術の導入や効率性を考えて

いく必要がある。 
 
低酸素社会に向けた事業の特徴 
 日立製作所では、ナショナルインフラ、都市インフラ、生活インフラ、都市マネジメン

トインフラ、生活／くらしをＩＴ技術によって、トータルに支援していくシステムを展開

している。それは、情報系システムが、上記の社会のさまざまなインフラから、利用や稼

働に関するデータを収集し、情報化、知識化し、需要予測などの形として具現化している。  
 また、その情報を活用して、日立製作所の強みである制御系システムが、工場や、電力、

鉄道などを、より詳細に機能させる点に力点を置いている。このような社会システムの循

環によって、社会全体として、一層最適化されたインフラシステムを実現することが目的

となっている。 
 

ビッグデータプロジェクト 
 日立製作所では、社会システムにおけるあらゆる場面で、ビッグデータを活用したプロ

ジェクトを担っている。ビッグデータの活用には、‘見えなかったものが見えてくる’、‘新
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しい視点で価値を創造できる’、‘「今」から「未来」を予測できる’といったメリットがあ

る。それは、モノやヒトといったより詳細なデータを取得し、さまざまなデータを統合す

ることで、従来は可視化できなかったものを可視化・計量化することができる。また、可

視化した結果に対して原因分析や数理モデル化を行うことで、新たなビジネス価値を創出

し、新ビジネスの立ち上げや自社の業務生産性の向上につなげることができる。さらには、

リアルタイム処理技術、需要予測などの将来予測技術を駆使することで、よりスムーズな

事業展開につながる。 
  
総括 
 社会システム構築においては、データを収集し、情報化、知識化し、一層最適化された

インフラシステムを構築することが必要であり、そのためには、拡大の可能性のあるビッ

グデータを構築・利用することが必要となる。 
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ICT 等の科学技術を活用した医療介護等の社会システムにおけるイノベーション：事例調査 

 
 
 
 
 

 
 

臨床家の視点でダヴィンチは 

本当にイノベーションなのか？ 

：手術の手技と工学技術 
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臨床家の視点でダヴィンチは本当にイノベーションなのか？：手術の手技と工学技術 
 
取材先：宮崎大学医学部泌尿器科学 教授 賀本敏行氏 
場所： 宮崎大学医学部 
 
泌尿器科領域において、前立腺肥大症の手術では経尿道的前立腺切除術が標準的治療法

であったが、出血や低ナトリウム血症などの合併症が懸念されていた。そこで新しくホル

ミウムヤグレーザーを用いた治療が始まり、ハイパワーな上、細かい治療も可能となり、

前立腺肥大症や尿路結石の治療効果が上がった。また KTP レーザーを用いた新たな前立腺

蒸散術として PVP があるが、手技がシンプルで安全性も高く、医療のイノベーションとし

て波及していった。 
 
では医療用ロボット「ダヴィンチ」はどうか。利点としては、既に米国では 10 年以上前

に FDA から承認を受けており、1,000 台以上の稼動実績がある点、傷跡が小さく患者には

低浸襲な点、座っての操作やストレス面での医師の負担が軽減する点などが挙げられる。

逆に欠点としては、1 社独占状態が原因かと思われる導入費用が高額な点、ランニングコス

トも数千万円と高額な点、日本では（先進医療適用はあるが）保険適用が前立腺がんの治

療のみに認められている点、人間の手でできなかったことができるようになったわけでは

ない点が挙げられる。 
 
特にコスト面では先に挙げたホルミウムヤグレーザーやKTPレーザーと比べダヴィンチ

は、導入時にも 1 桁違うコストがかかり、保険適用も前述の通り前立腺がんのみであるた

め、患者の経済的負担が大きく、また病院としても症例をこなさないと維持できない状態

である。例えば三次元腹腔鏡などは、泌尿器科領域では手術の 8 割が腹腔鏡下であり、他

の科の手術での利用も可能なため、全体的に手術の質も上がり、費用対効果も高くなる。

ダヴィンチではこの費用対効果が上がらない。かといって、さらに保険適用症例が増えた

場合、保険負担額が大幅に増加し、保険制度の破綻、混合診療の解禁へと繋がる恐れも考

えられる。 
 
そこでイノベーション推進のための政策や他分野への注文として、基本的には医療安全

と患者安全のスタンスで以下の点を挙げる。まず、医療技術は上がっているが、最新医療

機器は非常に高額で、医療機関によっては導入したくても導入できず、使いたくても使え

ない医師も多い。そのため、こういった機器を導入しやすく、維持しやすくしていく必要

があると考えられる。また、前述のように人間の手でできなかったことができるようにな

る、すなわちロボットを使わないとできない治療法を開発するべきである。これは日本発

の医療イノベーションを起こすということに繋がるのではないか。 
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臨床家の視点でダヴ ンチは臨床家の視点でダヴィンチは
本当にイノベーションなのか？本当にイ ションなのか

：手術の手技と工学技術

取材先取材先：

宮崎大学医学部外科学講座泌尿器科学 教授 賀本 敏行氏

場所：

宮崎大学医学部

概要概要

• 泌尿器科領域における最新治療

• 医療ロボット「ダヴィンチ」の利点・欠点• 医療ロボット「ダヴィンチ」の利点・欠点

• コスト面におけるバランス

• イノベーション推進のための政策や他分野への注文等

• 現在進めている事や今後の展望

2

泌尿器科領域における最新治療泌尿器科領域における最新治療

• 前立腺肥大症の手術では経尿道的前立腺切除術がゴール前立腺肥大症の手術では経尿道的前立腺切除術がゴ ル
デンスタンダードであったが、出血や低ナトリウム血症といっ
た合併症が懸念されていた

• ホルミウムヤグレーザー治療により、ハイパワーな上、細か
い処置もできるようになり、前立腺肥大症や尿路結石の治療
効果が上がった

ザ が• KTPレーザーを用いた新たな前立腺蒸散術としてPVPがあ
り、手技がシンプルで安全性も高い

医療のイノベ ション
3セスナ式 560型 CitationⅤ JA120N

医療のイノベーション

医療用ロボット「ダヴィンチ」の利点・欠点医療用ロボット「ダヴィンチ」の利点・欠点

利点利点

• すでに米国では10年以上前にFDAから承認を受けており、
1,000台以上の稼動実績, 台以 の稼動実績

• 傷跡が小さく、患者には低浸襲

• 医師の負担が軽減（座っての操作やストレスにより）医師の負担が軽減（座っての操作やストレスにより）

欠点欠点

• 導入費用が高額（1社独占状態が原因の一つ？）

• ランニングコストも数千万円単位と高額ランニングコストも数千万円単位と高額

• 保険適用が前立腺がんのみ

• 人間の手で「できなかったこと」ができるようになったというわ
4

• 人間の手で「できなかったこと」ができるようになったというわ
けではない
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コスト面におけるバランスコスト面におけるバランス

ホ ウムヤグ ザ ザ 比べ ダヴ はホルミウムヤグレーザー、KTPレーザーに比べてダヴィンチは･･･

グ• 導入に数億と一桁違い、ランニングコストも2,000万円弱

• 保険適用は前立腺がんだけ（先進医療が認められるものもある）

• 患者の経済的負担が大きい

• 病院としても症例をこなさないと維持できない･･･

• いくつかの手術でも利用できると費用対効果が上がるが、限定さ
れると効果が高くなりにくい

保険適用が増えると保険制度の破綻から

5

保険適用が増えると保険制度の破綻から
の混合診療解禁となる可能性もある！

イノベーション推進のための
策 等政策や他分野への注文等

☆基本は「 療安全 「患者安全 タ☆基本は「医療安全」「患者安全」のスタンス

• 医療技術は上がっているが、最新医療機器は非常に高額
なので使うに使えないことも 導入 維持しやすくなので使うに使えないことも→導入、維持しやすく

• ロボットを使わないとできない治療法を開発→日本発の医
療イノベ ションを療イノベーションを

ロボットでしかできない手術を行ってこそイノベーション

手術の録画 ビデオ公開などを言う人もいるが それは現状• 手術の録画・ビデオ公開などを言う人もいるが、それは現状
をわかっていない→そういう環境で術者が全力を出せない
可能性を考えるべき可能性を考える き

6

現在進めている事や今後の展望現在進めている事や今後の展望

次 腹腔鏡 導• 3次元腹腔鏡の導入

→泌尿器科では手術の8割が腹腔鏡下、他の科の手術にも使うこ
とが可能で 手術の質も上がり 費用対効果も高いとが可能で、手術の質も上がり、費用対効果も高い

大学病院の経営（副病院長として）• 大学病院の経営（副病院長として）

→経営のプロがいない（教授が経営というのはナンセンスである）
経営企画室等にプロが在籍し 分析 決定を行う仕組みを経営企画室等にプロが在籍し、分析・決定を行う仕組みを

7
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患者搬送のイノベーション： 

北海道のジェット機による搬送システム 
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患者搬送のイノベーション：北海道のジェット機による搬送システム 
 
取材先：「北海道航空医療ネットワーク研究会」 

札幌医科大学 救急集中治療部 講師 森和久氏 
北海道医師会 事業第 2 課 課長 柿崎健彦氏 
北海道医師会 事業第 2 課 係長 吉野紀子氏 
中日本航空株式会社 航空事業本部 マネージャー 三井俊男氏 

場所：  北海道医師会館 7 階会議室 
 
北海道という広大な土地において、これまでの患者搬送については札幌・旭川・釧路を

ベースとした 3 機のドクターヘリで運用されてきた。しかしながらドクターヘリでは函館

や稚内など、道内でもカバーしきれない地域があり、また夜間や天候条件により出動でき

ないこともたびたびあった。これらの問題を解決する可能性を探るため、医療優先固定翼

機（ジェット機）による研究飛行が開始されることとなった。 
 
この固定翼機は札幌をベースとし、医療機関からの依頼に基づき、依頼元医療機関の最

寄り空港まで迎えに行き、医師同乗で搬送先医療機関の最寄り空港まで搬送するものであ

る。その性質上、ドクターヘリの現場救急とは違い、医療機関間の緊急搬送、準救急、計

画搬送が主な搬送基準となる。ドクターヘリは、出動要請から離陸まで 3～5分であったり、

離着陸場があれば現場付近に直接向かうことができるというメリットがある。固定翼機の

場合は、飛行速度が速く航続距離も長いので広域をカバーでき、夜間や多少の悪天候でも

計器飛行により運航が可能で、振動が少なく気圧調整も可能なため患者への身体的負担が

少なくてすむというメリットがある。運航事例としては周産期母体や小児、心大動脈疾患

などが多かったが、これは地方に専門医が少ないことが影響していると考えられる。 
 
実際に運航してみて、要請から搬送先収容までの時間はドクターヘリと大きく変わらな

いものの、飛行時間は短縮しており、気圧管理も可能なため、患者への負担が少なかった。

また、機内も静かで揺れも少ないため、患者とのコミュニケーションや診察も容易であっ

た。また着ないスペースがドクターヘリに比べて広いため、機材も多く積むことができ、

持続的治療が行えるなど、搬送中の処置の幅が広がった。 
 
しかし逆に、実際に運航してみて、当初の期待とは違い課題と感じた点として、夜間飛

行が可能と考えられていたが、空港の運用時間制限により思うように夜間の運航が不可能

であったり、冬場の雪害で滑走路除雪が必要となった場合など、エアラインの大型機基準

で作業されると、小型機である医療優先固定翼機は基準値をクリアできず運航不可となる

ケースがあった。また、操縦士の勤務体系などもエアラインと同様基準に基づく規程を求
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められた結果、先方での待機がある長距離飛行は体制的にも難しく、医師派遣や移植・臓

器搬送等の場面で利用ができない状況であった。 
 
これらを踏まえ、政策面における課題としては、空港運用時間や除雪などは各空港の協

力体制が必要であったり、除雪範囲や勤務規程などにおいては航空法の改正や規制緩和が

必要であると考えられる。当然ながら金銭的な援助も必要となるが、これらがクリアされ

れば、北海道を大きくカバーできるこの患者搬送システムの運航実績が上がり、医師搬送

や臓器搬送も行えるようになるであろうし、さらには雪の積もらない、離島が多い地方な

どでも展開が可能となるかと考えられる。 
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患者搬送のイノベーション：患者搬送のイノベーション：
北海道のジェット機による搬送システム機

取材先：

「北海道航空医療ネットワーク研究会」

札幌医科大学 救急集中治療部 講師 森 和久氏

北海道医師会 事業第2課 課長 柿崎 健彦氏

北海道医師会 事業第2課 係長 吉野 紀子氏

中日本航空㈱ 航空事業本部 マネージャー 三井 俊男氏

場所：

北海道医師会館7階会議室海道医師会館 階会議室

概要概要

れま ドクタ よる運 現状と問題点• これまでのドクターヘリによる運用の現状と問題点

• ドクターヘリと固定翼機の特徴の比較

• 固定翼機による新搬送システムの導入による、当初考えら
れていた利点

研究運航を行 た際の事例と 実際に感じた利点と課題• 研究運航を行った際の事例と、実際に感じた利点と課題

• 政策面における問題点、改善要望点

今後 展望• 今後の展望

2

北海道航空医療ネットワーク研究会北海道航空医療ネットワーク研究会

目的• 目的
全道域をカバーする医療優先固定翼機の運航と、関係機関
の在り方を研究し、北海道における航空医療体制の充実を研究 、 海 航 療体 充実
図ることを目的とする。

• 構成
医療機関 医師会 自治体 国会議員 北海道議会議員医療機関、医師会、自治体、国会議員、北海道議会議員、
消防機関、一般企業

• 設立
平成22年5月19日

• 事務局
北海道医師会北海道医師会

• 運営事務局
中日本航空株式会社

3

中日本航空株式会社
セスナ式 560型 CitationⅤ JA120N

ドクターヘリでの運用ドクターヘリでの運用

道内では現在は3機のドクタ リで運用• 道内では現在は3機のドクターヘリで運用

• 札幌、旭川、釧路に配備されているが、函館や稚内など、
100km圏内でもカバーできない地域がある100km圏内でもカバ できない地域がある。

• 夜間や天候条件により出動できないことがある。

• 参考（平成24年4月現在）

北海道 中国・四国・九州地方

ドクターヘリ配備数 3 9
面積（k㎡） 83,514 84,363面積（k㎡） 83,514 84,363
人口（万人） 560 2,390

人口あたりのドクタ ヘリ数は中国 四国 九州地方の約1 5倍
4

人口あたりのドクターヘリ数は中国・四国・九州地方の約1.5倍
であるが、面積あたりのドクターヘリ数は約3分の1である。
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ドクターヘリと固定翼機の比較ドクターヘリと固定翼機の比較

ドクタ リ 医療優先固定翼機ドクターヘリ 医療優先固定翼機

特徴 ・要請から離陸まで3～5分と
早い

・飛行速度が速く、航続距離が
長いため 広域をカバー早い

・離着陸場があれば、救急
現場付近に着陸が可能

長いため、広域をカバ

・夜間や多少の悪天候でも計
器飛行が可能

・振動が少なく、気圧調整も可
能なため、患者の身体的負担
が少ないが少ない

搬送基準 現場救急 緊急搬送、準救急、計画搬送、
医師搬送

要請方法 消防機関からの要請 医療機関からの要請

5

ドクターヘリ・固定翼機の活動範囲ドクターヘリ・固定翼機の活動範囲

• 固定翼機の場合• 固定翼機の場合、
道内全空港と札
幌丘珠空港間は幌丘珠空港間は
1時間以内で搬
送可能。

• 固定翼機の航続
距離は2,685km
のため 羽田やのため、羽田や
名古屋、伊丹と
いった本州の空いった本州の空
港へも直行が可
能。

6

固定翼機での搬送の流れ（例）固定翼機での搬送の流れ（例）
要請元医療機関 HAMNコールセンター

①搬送要請連絡、
要請書、同意書

②出動通知

札幌丘珠空港

②出動通知④到着時刻に合わ
せて救急車で搬送
（要請元医師同乗）

道内地方空港

③管制承認（クリアランス）
受領後、目的地へ

道内地方空港

搬送先医療機関⑤空港内で患者引
継ぎ後、札幌へ

⑥空港内で患者引
継ぎ後、市内医療

7
（要請元医師同乗） 機関へ救急車やヘ

リで搬送（搬送先医
師同乗）

運航事例運航事例

月 運航 件• 9ヶ月の運航で53件
• 要請は80件、運航できなかった17件は搬送元医療機関都合

によるキャンセルと天候不良がほぼ半数ずつによるキャンセルと天候不良がほぼ半数ずつ

• 主な搬送は準救急や計画搬送（緊急搬送はドクターヘリが
多い）多い）

• 様々な疾患の事例があるが、周産期母体、小児、心大動脈
疾患などが多い（地方に専門医が少ない）疾患などが多い（地方に専門医が少ない）

• 人工呼吸が必要な患者を、羽田まで搬送

8

78

78 / 112



実際に感じた利点実際に感じた利点

請 搬送 容 時 ド 変• 要請から搬送先収容までの時間はドクターヘリと大きく変わ
らないが、飛行時間は短縮し、患者への負担が少ない

機内が静かで揺れも少ないため 患者との ミ ケ シ• 機内が静かで揺れも少ないため、患者とのコミュニケーショ
ンや診察も容易である

• 気圧の管理ができるため 患者の身体的負担も少ない• 気圧の管理ができるため、患者の身体的負担も少ない

• 機内スペースがドクターヘリに比べて広いため、機材も多く
積むことができ 持続的治療が行えるなど 搬送中の処置の積むことができ、持続的治療が行えるなど、搬送中の処置の
幅が広がった

• 搬送コストはドクターヘリでの搬送とほぼ変わらないか、少し搬送コストはドクタ ヘリでの搬送とほぼ変わらないか、少し
高い程度である

9

実際に運航してわかった課題実際に運航してわかった課題

初 夜 航 能 げ が 際• 当初は夜間の運航可能との利点を挙げていたが、実際には
空港の運用時間の問題があり、協力を得られないケースが
あったあった

• 当初は多少の悪天候での運航も可能と考えていたが、実際
には冬場は滑走路の使用基準がエアラインと同様の規定のには冬場は滑走路の使用基準がエアラインと同様の規定の
ため、除雪範囲がエアラインの大型機基準で行われた結果、
スノーバンクの高さが小型機では基準値を超えてしまい、エ
アラインの大型機は運航できるが小型機は運航不可となる
ケースがあった

• 操縦士の勤務体系（乗務時間、勤務時間）について、エアラ
インと同様の基準に基づく規定を求められ、先方での待機が
ある長距離飛行は人員的にも難しい（例：医師派遣や移植・

10

ある長距離飛行は人員的にも難しい（例：医師派遣や移植・
臓器搬送等）

政策面における問題点・改善要望点政策面における問題点・改善要望点

海道 特 師 特 産 専• 北海道という地理的特徴、医師（特に小児・周産期の専門
医）の不足を踏まえると、ドクターヘリ、防災ヘリ、医療優先
固定翼機での患者搬送は必要であり これに関する金銭的固定翼機での患者搬送は必要であり、これに関する金銭的
援助が継続的に必要

• 空港の運用時間はエアラインの運行時間により各空港で違空港の運用時間はエアラインの運行時間により各空港で違
い、管轄も航空局、道、自治体と分かれているため、冬季の
除雪時間も含め各空港の同様な協力が必要

• 滑走路除雪に関しては小型機でも影響がないように作業す
るよう空港の協力が必要、もしくは航空法の改正が必要

• 操縦士の勤務時間規程等をエアラインとは違った基準で規
程できるように改正が必要（運航の幅を広げるために）

11

今後の展望今後の展望

時間を掛け 搬送実績を増や た• 時間を掛けて搬送実績を増やしたい

→冬季の運航等では航空法の改正や空港の協力が必要

が→航空管制や消防の協力により搬送時間短縮が可能

• 患者搬送だけではなく、医師搬送、臓器搬送も行いたい

→航空法に基づく運航規程のエアライン以外へ向けた緩和

• 雪の積もらない地域での展開の可能性

→沖縄等、離島が多い地域での展開の可能性を考える

（台風等の問題は別途出てくる）

12
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ICT 等の科学技術を活用した医療介護等の社会システムにおけるイノベーション：事例調査 

 
 
 
 
 

 
 

センサリングとコミュニケーション技術に

よる在宅医療の向上：富山県射水市 
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センサリングとコミュニケーション技術による在宅医療の向上：富山県射水市 

 

相手：麻野井英次先生 － 射水市民病院院長 

場所：富山県射水市 射水市民病院  

 

 射水市民病院での取り組み：先進的 ICT 遠隔医療システム（IMIZUNO-HOME） 

 患者宅と病院・訪問看護ステーションをインターネットで接続 

 動画でのコミュニケーション 

 枕カバー、布団シーツに装着されたセンサーで心拍・呼吸・体温等のモニタリング 

 先進技術導入の背景 

 先端工学と臨床的知見との出会い 

 複数の集団の共同プロジェクトに関わる問題：特に行政的予算にまつわる意識の統一の困

難さ 

 先進技術普及のための構想：イノベーションにおけるイノベーション 

 現在稼働中のシステム自体もイノベーションであるが、このプロジェクトを通じて、今後普及

に必要なものの研究・開発が行われている 

 制度的障害とその回避策 

 政策的補助が縦割り行政 

 普及として導入する場合に、他の分野からの規制や不認可が起こり得る 

 総合的な支援体制が必要 
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センサリングとコミュニケーション技術にセンサリングとコミュニケ ション技術に
よる在宅医療の向上：富山県射水市

• 相手：麻野井英次先生 － 射水市民病院院長

• 場所：富山県射水市 射水市民病院

• 概要
射水市民病院での取り組み：先進的ICT遠隔医療シス
テム（IMIZUNO‐HOME）
先進技術導入 背景先進技術導入の背景

先進技術普及のための構想：イノベーションにおけるイ
ノベーションノベ ション

制度的障害とその回避策

射水市民病院での取り組み射水市民病院での取り組み

• 先進的ICT遠隔医療システム（IMIZUNO‐HOME）

• 患者宅と病院・訪問看護ステーションをインター• 患者宅と病院・訪問看護ステーションをインター
ネットで接続

• 動画でのコミュニケ ション• 動画でのコミュニケーション

• 枕カバー、布団シーツに装着されたセンサーで心
拍 呼吸 体温等のモニタリング拍・呼吸・体温等のモニタリング

背景背景

• 院長自身が、医療工学にも造詣が深く、H18年に
医工連携フォーラムで金沢大学工学部との出会い医 連携 ォ ラ 沢大学 学部 出会

• 工学部の生態モニタリングシステムを、臨床に導
入入

• 市民病院独自で、特別室の改造を行い実験済み

市民病院の独自性を求める動きに時期を併せて• 市民病院の独自性を求める動きに時期を併せて、
政府よりユビキタスタウン構想推進事業の募集
→トップレベルで通過→トップレベルで通過

背景の重要な点背景の重要な点

• 金沢大学工学部では、以前に非拘束的な生理モ
ニタリングシステムを開発タリ グシ テ を開発

• ただの記録であり、臨床的有効性が未発掘
工学部自身も改良の方法がわからない、医療者工学部自身も改良の方法がわからない、医療者
に見せても興味をもたれない

• フォーラムにて 麻野先生がその有用性を見出し• フォ ラムにて、麻野先生がその有用性を見出し、
臨床導入の精錬を行う
EX)単なるデータから臨床的表現へ変換) 表 変換

必要な指標への計算
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事業推進中の問題点事業推進中の問題点

• さまざまな団体との共同作業であり、意識のずれ
が生じるる

• 営利を目的としない研究費であることの問題
• 研究費・税金を使い切りばらまくことを主眼とする団体研究費 税金を使い切りばらまくことを主眼とする団体
と、事業を成功させたい院長をはじめとする集団との軋
轢

• 予算が基本年度単位の問題：プロジェクトの本質
を愚弄

イノベーションの本質イノベ ションの本質
普及への道
• ICT遠隔医療システムは確かにイノベーション

• しかし このシステム自体が普及すべきものでは• しかし、このシステム自体が普及すべきものでは
ない

非常に高額非常に高額

プロトタイプはデータの寄せ集めに過ぎない

• 今回のプロジェクトを通じ今回のプロジェクトを通じ
観察するべきデータを同定

データの表示方法・機器の開発デ タの表示方法 機器の開発

• イノベーションを通じて、新たなイノベーションを続
けているけている

制度的障害制度的障害

• イノベーションへの補助的政策は確かにある

• しかし、実際に運用段階での障壁がある、実際 運用段階 障壁 ある

• 今回は総務省主導での“医療システム”

• 厚労省は関知しない→医療として認可するとは限らな厚労省は関知しない→医療として認可するとは限らな
い

• 開発を行ってもその後の導入が遅れる

• 行政が補助するのなら総合的な体制が不可欠

• 医療は敷居が高い
• 保険医療外（市販の体温計・血圧計レベル）への落とし込み
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ICT 等の科学技術を活用した医療介護等の社会システムにおけるイノベーション：事例調査 

 
 
 
 
 

 
 

離島医療での ICT 活用による 

業務量削減と医療の質向上 

：長崎県五島列島 
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離島医療でのＩＣ離島医療でのＩＣ
務量削減と医

長崎県五

取材協力者：長崎大学大学院医歯取材協力者：長崎大学大学院医歯

長崎総合科学大学情報学部 教

SFKメディカル株式会社 代表取締SFKメディカル株式会社 代表取締

ＣＴ活用による業ＣＴ活用による業
医療の質向上：
五島列島

歯薬学総合研究科 教授 前田隆浩歯薬学総合研究科 教授 前田隆浩

教授 田中義人

締役社長 佐藤康彦締役社長 佐藤康彦

訪問患者宅訪問患者宅
現場で入力補助

ss

音声入力

Let’s note CF-C1 ソフトウェアVPN
FOMAB FOMA

血圧計
血糖計

Bluetooth

U
SB

体温計

デジカメ

SpO2

誘導心電図
電子聴診器

12誘導心電図

コンティニュア・ヘルスアライ

訪問看護ステ シ ンi i NURSEi i NURSE

支援システム

訪問看護ステーションuisui NURSEuisui NURSE

支援システム
サーバ

Cisco1812J

Cisco1812JCisco1812J

Internet

主治医

ソフトウェアVPNソフトウ アVPN
Or

VPNルータ

イアンスに準拠

①端末の情報を更新訪
問①端末の情報を更新

②訪問スケジュールの確認

問
看
護
ス
テ
ー②訪問スケジュールの確認

看護計画の確認

ー
シ
ョ
ン
内

③バイタルデータ収集
無線：血圧・脈拍・SpO2・体温
手入力：呼吸数

訪
問
看

必要があれば、心電図（USB）や写真撮影

④訪問看護処置

看
護
現
場

④訪問看護処置

⑤看護記録作成
プ ダ

移
動

音声入力、プルダウン選択
動
の
合
間

次の訪問へ

・訪問看護実績やバイタルデータ
・前月のデータを流用した計画書

suisui NURSEを使用した業務
の流れ

suisui NURSEを使用した業務
の流れの流れの流れ

熱型表、写真、心電図
等を主治医が確認後
指示を連絡

準緊急報告

FOMA
影（無線） 指示を連絡

サーバーへ送信 訪問看護ステーションの
事務職員が校正FOMA 事務職員が校正

校正された看護記録を確校正された看護記録を確
認し、業務終了

タを引用した報告書作成
書・報告書の作成

訪問看護支援シ訪問看護支援シ

• 音声入力（アミボイス）

• 無線LANの規格は、コ
イアンスに準拠していイアンスに準拠してい

• 音声入力は方言にも対

– 方言を辞書登録してい

マスタ 整備は２ヶ月• マスター整備は２ヶ月

システムの目的システムの目的

）⇒事務作業の省力化

ンティニュア・ヘルスアラ
るる

対応するようになっている

いる

間で登録間で登録
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訪問看護支援シ訪問看護支援シ

• 血圧、SPO2はブルート
フ リカの技術を用いてフェリカの技術を用いて

いるため、値を入力しいるため、値を入力し
時間を短縮化

より多くの患者宅に回• より多くの患者宅に回

• 高齢者の前でPCを使う• 高齢者の前でPCを使う
患者の前では利用して

• 心電図はUSB対応

システムメリットシステムメリット

トゥース技術、体温は
て PCにデ タ転送してて、PCにデータ転送して

なくても済み事務作業なくても済み事務作業

れるようになるれるようになる

うとストレスになるのでうとストレスになるので
ていない

システム開発システム開発

• 医療機器は改修するに
しい 今回はメーカに開しい。今回はメ カに開

• VPN接続は携帯のチップ
ないこともあ たため IPないこともあったため、IP
している

• ネットワーク接続は、FO
– 概ね通信電波は概ね地概ね通信電波は概ね地
が届かない場合もあるた
ウンロードして出張していウンロ ドして出張してい
似している）

発 運用での壁発・運用での壁

は、法律の壁があって難
発してもらった発してもらった。

プの問題でうまく接続でき
P VPNに接続して利用Psec‐VPNに接続して利用

MA（３G）を利用

地域をカバーしているが 電波地域をカバ しているが、電波
ため、情報をクライアントにダ
いる（出張健診システムに類いる（出張健診システムに類

拡大展開拡大展開

• 初期投資が高い

• 訪問看護事業所は競
がそろわないがそろわない

• システム化するには今
といけない。訪問看護
あるが いまは１事業あるが、いまは１事業

開について開について

合相手なので、足並み

今までの業務を変えない
護は五島には４事業所が
所のみ所のみ

イノベ ションイノベーション

• 医療者と技術者では、文化が
動きをIT技術者に伝える難し

が⇒連携の専門職が絶対必要

• 医療機器を開発するには、医
門家が必要で 企業に頼らざ門家が必要で、企業に頼らざ

• 企業の利益にむすびつかない
用がどうしても必要になる用がどうしても必要になる

• シーズから製品化につなげる
• シーズをピックアップする方策シ ズをピックアップする方策

• 補助金を活用しても雇用の問
その後の雇用の問題があると

• マネジメント能力がないとまと

ン推進の障壁ン推進の障壁

が違う（考え方が違う）。現場の
しさがあるので、調整役が必要
要

医療法、薬事法棟の治験の専
ざるを得ないざるを得ない

いと企業は動かない。大きな費

るノウハウを持っていない
策がないといけない策がないといけない

問題、予算が３年しかないので、
といい人材が来ない
とまらない
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イノベーション政政
必要な

• 自治体と大学・現場の

が• 調整⇒製品化がむつか

• マネジメント能力• マネジメント能力

• 先を見据えた計画の立先を見据えた計画の

患者ID統一、グランドデ

キ 存在が大• キーマンの存在が大切

• 調整役：コーディネータ• 調整役：コーディネータ

策推進のために策推
なこと

の連携

かしい

立案案

デザイン等が必要

切

ターが必要ターが必要

全国展開に全国展開に

• 財源が少ないので、セン
があるだろうがあるだろう

• 情報、イノベーション等の

• システムは現場主義で作

効率 経営• 効率化、経営上のメリッ
いと難しい

• 研究のためなのか、現場
明確にし フレ ムをしっ明確にし、フレームをしっ

向けた課題向けた課題

ンターの立ち上げは苦労

の予算には、無駄が多い

作り上げないといけない

等 ブがなット等のインセンティブがな

場のためなのか、目的を
っかり整えていくべきっかり整えていくべき

デ タベ ス構築データベース構築

• だれがイニシアティブを取

個人 国 自治体？根本• 個人、国、自治体？根本
必要がある

• 個人情報保護法が一番
人間（医療者や患者など人間（医療者や患者な
ダー）は、敏感になってい

• VPN 改ざんのために記• VPN、改ざんのために記

• 最初から全てを網羅する
は無理なのではないかは無理なのではないか、
統合する⇒次に大きなD

築の課題について築の課題について

取るのか

本的な考え方を決めておく本的な考え方を決めておく

番のネックであり、関わる
ど様々なステークフォル様 な テ ク ォ
いる

記録をとっている記録をとっている

るデータベースを作るの
デ タベ スを なげて、データベースをつなげて

DBへ

人的ネット
構築に必要

• 業務効率化等現場にメ
調する調する

• お薬情報の一元化

薬剤師等の他の医療
期待できる期待できる

トワークの
要なものは

メリットがあることを強

療職や救急との連携が
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システム導入にあたシステム導入にあた

• 住民参加型事業があっ
民）が受けなか た民）が受けなかった

• 利用者が高齢者なので利用者が高齢者なので

• 利用者はドクターにす
便利と言われる人があ

ふすまのネットワ ク• eふすまのネットワーク
事業化、見守り情報な

た ての患者の意見たっての患者の意見

ったが、受けて側（住

で （意見が出にくい）で、（意見が出にくい）

すぐに診てもらえるから
ある

ク 家族と患者をつなぐク 家族と患者をつなぐ
などの希望
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ICT 等の科学技術を活用した医療介護等の社会システムにおけるイノベーション：事例調査 

 
 
 
 
 

 
 

高齢者在宅医療におけるクラウドによる 

多職種間の診療情報共有システム 
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高齢者在宅医療における
クラウドによる

多職種間診療情報共有システム多職種間診療情報共有システム

取材先• 取材先：

– 医療法人社団鉄祐会理事長 武藤真祐氏

• 場所：

– 場所：祐ホームクリニック– 場所：祐ホ ムクリニック

• 概要

– 『高齢者ケアクラウド』開発過程と今後の展開

– 医療関連システム周辺環境について医療関連システム周辺環境に て

『高齢者ケアクラウド』について『高齢者ケアクラウド』について

３ の機能をも た医療介護連携サ ビス• ３つの機能をもった医療介護連携サービス

– 「在宅医療支援SaaS」
• 在宅医療現場を支援

– Dr.ナビゲーション機能、訪問シート機能など

– 在宅チームケアSaaS

• 情報連携による多職種協働を支援情報連携による多職種協働を支援
– 指標の共有、メッセージのやり取りなど

– 在宅医支援コンタクトセンターサービス在宅医支援コンタクトセンタ サ ビス

• 患者や家族からの連絡に対応

『高齢者ケアクラウド』について『高齢者ケアクラウド』について

のシステムの意義• このシステムの意義

– コミュニティスペース

医療者間において紙や電話だけのやりとりではなく、より
密接な関係を築くことができる。

– 教育

現在不足している在宅医療に関する情報を蓄積し、若手現在不足している在宅医療に関する情報を蓄積し、若手
が在宅医療について学ぶことができる。

– 病診連携、医療介護連携の間を繋ぐ病診連携、医療介護連携の間を繋ぐ

情報を整備することで、病院から介護までの情報共有が
可能になる。可能 なる。

システム開発過程についてシステム開発過程について

今 概• 今回の開発の概要

– 富士通との共同開発富 通 共同開発

– 開発期間は2年間

クリニック側の金銭的負担は無し 週１回 月１– クリニック側の金銭的負担は無し。週１回～月１
回のMtg.のみ

富士通 内部に偶然理事長 理念に共感し– 富士通の内部に偶然理事長の理念に共感してい
る人材がいたことで、共同開発を行うことになっ
たた。
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システム開発に関する問題システム開発に関する問題

• システム開発体制に関するもの• システム開発体制に関するもの
– 医療者主導では現状うまくいっていない。

• 資金・技術・人材の問題 営業・メンテナンスの問題• 資金・技術・人材の問題、営業・メンテナンスの問題

– 今回共同開発が実現したのは偶然富士通内に理事
長を知っている人がいたからである長を知っている人がいたからである。

• システム構築過程に関するもの• システム構築過程に関するもの
– 既存のものとの整合性をとるのが困難

• 既存のシステムを休止するわけにはいかない• 既存のシステムを休止するわけにはいかない

• システム自体の仕様が複雑である

• 企業側の既存の部署ともコミュニケーションをとらなければ企業側の既存の部署とも ミ ケ ションをとらなければ
ならない。

システム開発に関する問題システム開発に関する問題

• 規制面に関するもの• 規制面に関するもの

– 個人情報に関する規制が整備されていない。

• 医療分野では厳格すぎる

• 介護分野では整備されてなさすぎる

• 分野間の整合性がとれていない

– クラウドに関するガイドラインが難解かつ非現実クラウ 関する イ ライン 難解 非現実
的である。

– 患者と個人情報保護に関する契約を交わす場合患者と個人情報保護に関する契約を交わす場合
の包括契約に関係する法律的根拠がない。

行政が情報を出さなすぎる– 行政が情報を出さなすぎる。

現在のシステムの課題現在のシステムの課題

電 重 が 生 る• 電子カルテとの二重入力が発生している。

– 既存電子カルテとの統合が難しい。既存電子カルテ 統合 難し 。

• 情報管理への不安

医療者が介護提供者と情報共有する とに不安– 医療者が介護提供者と情報共有することに不安
を感じている。

– 介護提供者も与えられた情報に不安を感じてい
る。

– 情報があふれてしまうことで、逆にシステムが使
われなくなる危険性がある。

システムが発展する際の課題システムが発展する際の課題

「なく も な 論• 「なくてもいいんじゃないか」論

– 既存のシステムでも仕事はできる。既存 シ テ も仕事は きる。

– 今回のようなシステムはネットワークが大きくなる
ことで効果を発揮することで効果を発揮する。

• ローカルルールへの対処

• コストの回収

• システムのリスクマネジメント• システムのリスクマネジメント
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規制当局・研究者に臨むこと規制当局・研究者に臨むこと

規制当局に望むこと• 規制当局に望むこと

– クラウドを使用したシステム仕様を排他的な規格
にしてほしい。

– 情報共有に関する強いインセンティブ付加。

• 大学など研究者に望むこと
– 下記のようなテーマに関する研究

• 質の向上とはどういったものであるか

• 終末期を在宅で過ごすことの効果

• ネットワークを導入することの社会的なインパクト。

今後の展望今後の展望

生 着 た「 グ• より生活に着目した「ライフログ」へ

– 医療・在宅・介護に加えて生活の情報を取得する医療 在宅 介護 加え 活 情報を取得する

– Disease Managementの発展に繋がる

様々なコンシュ マ ビジネスに繋がる– 様々なコンシューマービジネスに繋がる

• 海外展開

– 今後大きく市場が伸びるアジア諸国への展開
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ICT 等の科学技術を活用した医療介護等の社会システムにおけるイノベーション：事例調査 

 
 
 
 
 

 
 

北海道広域地域での 

診療・在宅ケアの遠隔支援 

：旭川医大の試み 
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北海道広域地域での診療・在宅ケアの遠隔支援：旭川医大の試み 

• 取材先：「旭川医科大学病院遠隔医療センター」 

   旭川医科大学病院 学長政策推進室（医工連携総研講座）林 弘樹 氏 

• 場所：  旭川医科大学病院遠隔医療センター 

概要 

• 北海道医療サービスにおけるアクセスの現状 

• 北海道における遠隔医療の必要性 

• 旭川医科大学遠隔医療センターの歴史 

• 実際に感じた利点 

• 実際に運用してわかった問題点 

• 今後の展望 

 

o 北海道医療サービスにおけるアクセスの現状 

• 北海道は広大な面積を有しており、人々が移動に利用する空港が 13 カ所もあ

る 

• しかし、医師不足と偏在の問題がある 

� 平成 16 年度の基準では、北海道の医師数 12,447 人中、5,820 人は札幌

市内で勤務する。また、都市部では 11,100 人(91%)で、町村では 1,101

人(9%)である。さらに、道内 180 町村中 167 町村では、日本の平均医

師数以下である。 

• 冬期間の雪害や悪天候で交通機関が麻痺に陥ることも少なくない 

― ドクターヘリや固定翼機が運用されてきたが、持続的に専門医を受診

することは難しい状況である 

 

o 北海道における遠隔医療の必要性 

• これらの状況を考える上で、遠隔医療が必要になった 

• 特に眼科の場合、患者一人で移動できずに、家族や知人が付き添い、専門治

療が行われる医療機関まで来院する場合も多い 

• 旭川医科大学では“患者が移動する”のではなく、“病状の情報を移動させ

たい”という目標をもとに遠隔医療を導入することになった 

• 遠隔医療が実現できれば、検査や診療、手術など病状に合わせて、“必要な

時、必要な病院を選ぶ”ことが可能になると考えられる 

• 離れたところからの診察のみならず、遠隔で手術支援も可能になると考えら

れる 
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o 旭川医科大学で進んできた遠隔医療 

• 旭川医科大学で目指す遠隔医療 

� 定義上では 

“ブロードバンドを活用した 3D-HD(立体ハイビジョン)方式 による画像

伝送技術や、携帯電話をもちいた認証技術、モバイル通信による在宅患者

支援技術など、通院中から退院後(在宅療養中)まで「切れ目のない医療支

援」を行う” 

� 主には、以下の三つを目指す 

* 地方病院との遠隔診療を支援する 

* 地方病院との患者診療情報を共有する 

* 退院後の遠隔在宅医療を支援する 

 

o 旭川医科大学の実践する遠隔医療の例 

• 遠隔地域の地方病院の医師の診察・診断を、大学病院の医師がサポート 

◇ 利尻島などの僻地の病院と遠隔通信システムを構築。地域病院の非専

門医が患者を診察する映像を大学病院の専門医がリアルタイムで観察。

リアルタイムで大学病院の専門医が地方病院の非専門医にアドバイ

ス・指示をして、地方病院の診察風景を大学病院の専門医が音声と映

像で確認・判断して診断を下す 

◇ この遠隔医療のメリット 

広大な北海道で、なるべく患者を移動させない、本当に必要な患者を

選択して大学病院に移動させることができる 

 

• 遠隔地域の地方病院の医師を大学病院の医師が教育 

◇ 地方病院から紹介された患者の手術を大学病院で行う際、手術の 3D 映

像と大学病院の医師の教育的解説の音声を地方病院へリアルタイム配

信。地方病院の紹介元医が、紹介した患者がどのように手術・処置を

されたかフィードバックを受けることができ、手術後に紹介患者が地

方病院に逆紹介された後の術後フォローの質が上がる。 

 

• 地方病院が在宅患者の病状を把握する。自宅から相談を受ける 

◇ 希望する患者に専用端末を貸与し、自宅と地方病院とが通信できる環

境が構築されている。患者が自宅で体温や血圧などを測ると端末を通

してデータが病院にアップロードされる。病院に音声でメッセージを

送信することもできる。病院側はデータとメッセージをもとに判断し

て健康状態に気になる点があったら、専用端末を通してテレビ電話を

患者の自宅にかけることができるようになっている。 
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• 病院以外の場所で気軽に眼科健診を受けてもらう。 

◇ 公民館などに専用端末を設置して、住民に気軽に眼科健診を受けても

らうようにした。普段眼科に通院していない住民の中にも、数割もの

住民に眼科的異常があると専門医が早期発見し、受診勧奨を行ってい

る。 

 

 

o 旭川医科大学遠隔医療センターの歴史 

• 1994 年 10 月 

� 吉田晃敏氏（当時、眼科学講座教授。現在、学長）の発案のもと、旭川

医大と余市協会病院との間で SONY の協力により、初の遠隔医療を行う 

• 1996 年 11 月 

� 旭川医大眼科の関連病院に遠隔医療システムが広がる 

• 1996 年 12 月 

� 米国・ハーバード大学 SERI との間での遠隔医療を開始する 

• 1999 年 7 月 

� 旭川医大に遠隔医療センター完成 

• 2001 年 2 月 

� 初の 3D-HD(立体ハイビジョン)動画の伝送実験を行う 

• 2005 年 5 月 

� アジア・ブロードバンド回線(ABB)を用いた遠隔医療の研究を開始する 

• 2006 年 2 月 

� ABB シンガポールに向けた 3D-HD 動画伝送に成功する 

• 2007 年 2 月 

� 眼科における退院後の「遠隔在宅医療」を開始する 

• 2011 年 5 月 

� 中国・衛生部との間で、「中日遠隔医療プロジェクト無償援助協定」

を締結する 

 

o 実際に感じた利点 

• 地理的、気候的問題を乗り越えて、離れているところに住んでいる患者も専門

的治療の受診が可能になる 

• 医師も移動しなくても、受診することができ、時間や経費などの節約が考えら

れる 

• 他の病院で受診されても、情報共有により、持続的な診療が行われる 

• 退院後、看護師が訪問し、専門医と患者の状態を相談することで、退院後も患

者の様子を継続的に見てもらうことが可能になる 

• 病気を早期発見され、将来の医療費抑制が考えられる 

 

o 実際に運用してわかった問題点 

• 技術的な問題 

� 3D-HD が設置されていない病院や地域が多く、それらとの遠隔診療を

行うことはできていない。さらに、それらに 3D-HD を設置するために
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は、金銭的な問題が発生するが、その負担をどうするかはまだ議論さ

れていない 

• 財政的な問題 

� 旭川医大では、遠隔医療センターを運営することで、かなり負担にな

っている。眼科や放射線関係の診療に関しては、一部の診療報酬をも

らうことができているが、その分を超える設備費用や医師などの人件

費がかかり、実際に旭川医大としては得ではない状況である 

 

o 今後の展望 

• 地方病院でも 3D-HD が設置できるような財政的支援を行う 

� 北海道における遠隔医療を進め、持続的な診療が行われると考えられ

る 

• 遠隔医療センターへの金銭的インセンティブを付ける 

� 診療報酬制度の一部を改定することも考えられる 

• 遠隔医療の重要性を医療従事者に教育させる 

� 北海道での遠隔医療の必要性を共有することで、医師を含め医療従事

者のモチベーションを高め、遠隔医療をもっと進める 
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北海道広域地域での診療・在宅ケアの
遠隔支援 旭川医大の試み遠隔支援：旭川医大の試み

取材先取材先：

「旭川医科大学病院遠隔医療センター」

旭川医科大学病院 学長政策推進室（医 連携総研講座）旭川医科大学病院 学長政策推進室（医工連携総研講座）

林 弘樹 氏

場所：

旭川医科大学病院遠隔医療センター

概要概要

• 北海道医療サービスにおけるアクセスの現状

北海道における隔医療の必要性• 北海道における隔医療の必要性

• 旭川医科大学遠隔医療センターの歴史旭川医科大学遠隔医療センタ の歴史

• 実際に感じた利点

• 実際に運用してわかった問題点

• 今後の展望

2

北海道医療サ ビスにおけるアクセスの現状北海道医療サービスにおけるアクセスの現状

北海道は広大な面積を有しており 人々が移動に利用• 北海道は広大な面積を有しており、人々が移動に利用
する空港が13カ所もある

しかし 医師不足と偏在の問題がある• しかし、医師不足と偏在の問題がある

平成16年度の基準では、

北海道の医師数12,447人中、5,820人は札幌市内で勤務

都市部11,100人(91%), 町村1,101人(9%)
道内180町村中167町村では、日本の平均医師数以下

• 冬期間の雪害や悪天候で交通機関が麻痺に陥ることも
少なくない

ドクターヘリや固定翼機が運用されてきたが、持続的に専
から受診される と 難 状 ある

3
門医から受診されることは難しい状況である

北海道における遠隔医療の必要性北海道における遠隔医療の必要性

れら 状 を考 る 遠隔 療が必 な た• これらの状況を考える上で、遠隔医療が必要になった

• 特に眼科の場合、患者一人で移動できずに、家族や知
人が付き添い、専門治療が行われる医療機関まで来院
する場合も多い

• 旭川医科大学では“患者が移動する”のではなく、“病状
の情報を移動させたい”という目標をもとに遠隔医療を
導入することにな た導入することになった

• 遠隔医療が実現できれば、検査や診療、手術など病状
合わ “必要な時 必要な病院を選ぶ” とがに合わせて、“必要な時、必要な病院を選ぶ”ことが可

能になると考えられる

離 診察 な ず 遠 援も
4

• 離れたところからの診察のみならず、遠隔で手術支援も
可能になると考えられる
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旭川医科大学で進んできた遠隔医療旭川医科大学で進んできた遠隔医療

旭 科大学 指す遠隔 療• 旭川医科大学で目指す遠隔医療

定義上では

“ブロードバンドを活用した3D-HD(立体ハイビジョン)方式

による画像伝送技術や、携帯電話をもちいた認証技術、モ
バイル通信による在宅患者支援技術など、通院中から退院
後(在宅療養中)まで「切れ目のない医療支援」を行う”

主には、以下の三つを目指す

地方病院との遠隔診療を支援する地方病院との遠隔診療を支援する

地方病院との患者診療情報を共有する

退院後の遠隔在宅医療を支援する
5

退院後の遠隔在宅医療を支援する

旭川医科大学遠隔医療センタ の歴史

1994年 10月

旭川医科大学遠隔医療センターの歴史

• 1994年 10月
旭川医大と余市協会病院との間でSONYの協力により、初

遠の遠隔医療を行う

• 1996年 11月
旭川医大眼科の関連病院に遠隔医療システムが広がる

• 1996年 12月• 1996年 12月
米国・ハーバード大学SERIとの間での遠隔医療を開始する

• 2001年 2月
初の3D-HD(立体ハイビジョン)動画の伝送実験を行う

6

初の3D HD(立体ハイビジョン)動画の伝送実験を行う

旭川医科大学遠隔医療センタ の歴史

2005年 5月

旭川医科大学遠隔医療センターの歴史

• 2005年 5月
アジア・ブロードバンド回線(ABB)を用いた遠隔医療の研究
を開始する

• 2006年 2月
ABBシンガポールに向けた3D-HD動画伝送に成功する

• 2007年 2月• 2007年 2月
眼科における退院後の「遠隔在宅医療」を開始する

• 2011年 5月
中国・衛生部との間で、「中日遠隔医療プロジェクト無償援

7

中国 衛生部との間で、 中日遠隔医療プロジェクト無償援
助協定」を締結する

実際に感じた利点実際に感じた利点

地理的 気候的問題を乗り越えて 離れていると ろに• 地理的、気候的問題を乗り越えて、離れているところに
住んでいる患者も専門的治療の受診が可能になる

• 医師も移動しなくても、受診することができ、時間や経費
などの節約が考えられる

• 他の病院で受診されても、情報共有により、持続的な診
療が行われる

• 退院後、看護師が訪問し、専門医と患者の状態を相談
することで、退院後も患者の様子を継続的に見てもらうすることで、退院後も患者の様子を継続的に見てもらう
ことが可能になる

• 病気を早期発見され 将来の医療費抑制が考えられる
8

• 病気を早期発見され、将来の医療費抑制が考えられる
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実際に運用してわかった問題点実際に運用してわかった問題点

技術的な問題• 技術的な問題

3D-HDが設置されていない病院や地域が多く、それらと

遠隔診療を行う とは き な さらに それらにの遠隔診療を行うことはできていない。さらに、それらに
3D-HDを設置するためには、金銭的な問題が発生する
が その負担をどうするかはまだ議論されていないが、その負担をどうするかはまだ議論されていない

財政的な問題• 財政的な問題

旭川医大では、遠隔医療センターを運営することで、かな
り負担になっている 眼科や放射線関係の診療に関してり負担になっている。眼科や放射線関係の診療に関して
は、一部の診療報酬をもらうことができているが、その分
を超える設備費用や医師などの人件費がかかり、実際に

9

を超える設備費用や医師などの人件費がかかり、実際に
旭川医大としては得ではない状況である

今後の展望今後の展望

地方病院 も が設置 きるような財政的支援を行う• 地方病院でも3D-HDが設置できるような財政的支援を行う

→北海道における遠隔医療を進め、持続的な診療が行わ
れると考えられるれると考えられる

遠隔医療センタ の金銭的インセンテ ブを付ける• 遠隔医療センターへの金銭的インセンティブを付ける

→診療報酬制度の一部を改定することも考えられる

• 遠隔医療の重要性を医療従事者に教育させる

北海道 遠 療 必 性を 有する→北海道での遠隔医療の必要性を共有することで、
医師を含め医療従事者のモチベーションを高め、遠隔医
療をもっと進める

10

療をもっと進める
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ICT 等の科学技術を活用した医療介護等の社会システムにおけるイノベーション：事例調査 

 
 
 
 
 

 
 

宮崎県下全病院参加ネットワークの 

周産期医療における診療情報共有と人材育成 
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宮崎県下全病院参加ネットワークの周産期医療における診療情報共有と人材育成 
 
取材先：宮崎大学医学部産婦人科学 教授 鮫島浩氏 
場所： 宮崎大学医学部、宮崎大学医学部附属病院 
 
宮崎圏内の産婦人科の医療体制は、開業医が約 30 施設、二次救急が 6 施設、三次救急が

2 施設の体制である。このうち開業医が全体の約 80%のお産を扱っており、これは全国平

均の倍近い状態である。また宮崎は三方を山、一方を海に囲まれた地形であり、このため

か施設は宮崎大学系列がほとんどで、人間関係も良好に保たれている。このような状況下

において、宮崎県西部において、乳児の死亡率が全国に比べ高い状態があった。 
 
そこで、既に県内各医療機関の間にある人間関係と、医療情報部で展開していた「はに

わネット」でのつながりを最大限に利用してネットワーク構築を目指す。医療機関の一次、

二次、三次の役割分担を明確化し、IT を活用した情報共有を行うこととした。 
 
まず、大学病院や二次救急病院の医局やナースステーションに、大きなモニタを設置し、

同意を得た開業医の病院・診療所で計測している心拍計を遠隔で見られるようにし、モニ

タリング中に異変等を発見した場合は直接連絡を行い死亡率の減少へとつなげた。また、

毎週月曜日の朝に、大学病院と各二次救急病院とを映像で結び、合同カンファレンスのよ

うな形で症例報告などを行い、教育活動としても活用することで、医療レベルの底上げと

各医療機関の役割認識に貢献している。エコー画像やカルテ共有が可能な点も大きい。 
 
しかし、逆に課題もある。IT を活用したネットワークでは、そもそもこのネットワーク

に参加していない医療機関の扱いや、そもそも開業医のいない地域のフォローができない。

また、システムメンテナンスにも多くの費用がかかるため、財源の問題も出てくる。また、

自宅分娩者のフォローも難しい。さらに、情報共有に関わる部分としては、個人情報の取

扱いである。患者を転院する際に、情報も送る事を説明はしているものの、この仕組みを

スムーズにすることで、真の意味での情報共有となると考えられる。この際、行政のかか

わりにも言及、データ共有や参照という制度面での規制を行われると、これらの取り組み

がスムーズにならないという指摘であった。 
 
現在は二次、三次施設において、死亡や障害事例の調査を行い、小児科も交えて事例検

証を行い、この事例検証内容等を一次施設の関係者を集めた 1 泊 2 日の教育合宿でフィー

ドバックを行っている。また、県、消防、保健所と協力し、周産期医療協議会を運営して

いる。今後は小児の心臓疾患に対応できる、数少ない施設と合同カンファレンスやカルテ・

画像の共有ができるシステムを構築し、ネットワークによる医療の質の向上を目指す。 
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宮崎県下全病院参加ネットワークの宮崎県下全病院参加ネットワ クの
周産期医療における

診療情報共有と人材育成

取材先：

宮崎大学医学部産婦人科学 教授 鮫島 浩氏宮崎大学医学部産婦人科学 教授 鮫島 浩氏

場所場所：

宮崎大学医学部、宮崎大学医学部附属病院

概要概要

• 県内の産婦人科医療について

• 周産期医療ネットワークの構築について• 周産期医療ネットワークの構築について

• ITを利用したネットワークの利点、課題

• 得られた情報を基にした教育活動

• 問題点、改善要望点

• 現在進めている事や今後の展望現在進めている事や今後の展望

• イノベーション推進のための課題

2

県内の産婦人科医療県内の産婦人科医療

宮崎県内の産婦人科の医療体制は 開業医が約30施設• 宮崎県内の産婦人科の医療体制は、開業医が約30施設、
二次救急が6施設、三次救急が2施設である。

• 開業医が全体のお産の約80%を扱っている。（全国では開
が業医が見るお産は全体の約45～50%と言われている）

• 宮崎という土地柄（3方が山、1方が海に囲まれている）もあり、
全体的に施設は宮崎大学系列であり 人間関係がある状態。全体的に施設は宮崎大学系列であり、人間関係がある状態。

• 特に県西部において、乳児の死亡率が全国に比べ高い状態
であった。

3セスナ式 560型 CitationⅤ JA120N

周産期医療ネットワークの構築周産期医療ネットワークの構築

すでに現場にある人間関係を最大限利用• すでに現場にある人間関係を最大限利用

• 一次、二次、三次の役割分担の明確化（医療のガイドライン化
を行う）を行う）

• 医療情報部で展開していた「はにわネット」での繋がりも活用

• ITを利用し、情報を共有ITを利用し、情報を共有

• 大学病院や二次救急病院の医局やナースステーションに大き大学病院 次救急病院 医局 ナ 大
なモニタを設置し、同意を得た開業医の病院・診療所で計測し
ている心拍計を、遠隔で見れるようにし、モニタリング中に異
変等を発見した場合は直接連絡を行う→死亡率減少変等を発見した場合は直接連絡を行う→死亡率減少

• 毎週月曜日の朝に、二次救急病院を映像で結んで合同カン
ファレンスのような形で、症例の報告などを行い、教育活動と

4

ァ うな形 、症例 報告な を行 、教育活動
しても活用→医療レベルの底上げ、各医療機関の役割認識
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ITを利用したネットワークの利点ITを利用したネットワークの利点

心拍モ タリングが複数施設でもリアルタイムで可能• 心拍モニタリングが複数施設でもリアルタイムで可能

• エコー画像の共有が可能

• カルテの共有が可能• カルテの共有が可能

• 全体の役割の認識、患者レベルによる受け入れ病院レベル
の認識、共有の認識、共有

• 合同カンファレンスによって全体的な教育、医療レベルの底
上げが可能

毎週８つの施設で

合同カンファレンス

担２ヶ月に一回担当

（二次・三次施設）

5

ITを利用したネットワークの課題ITを利用したネットワークの課題

ネ トワ クに参加していない医療機関の扱いをどうするか• ネットワークに参加していない医療機関の扱いをどうするか

• そもそも開業医もいない地域（県北西部）のフォローが不可能

システムメンテナンス（維持）に費用が発生する（導入費用は• システムメンテナンス（維持）に費用が発生する（導入費用は一
時的ではあるが、メンテナンスは持続的）

6

問題点・改善要望点問題点・改善要望点

自宅分娩が増え る きな （病院 来れば• 自宅分娩が増えている→フォローできない（病院に来れば
フォローできる体制はあるが・・・）

行政とのかかわり 教育活動等には積極的にかかわ てほ• 行政とのかかわり→教育活動等には積極的にかかわってほ

しいが、データ共有（参照）などの制度面で規制をされると成
り立たないり立たない

• 個人情報保護の扱い→一次、二次の施設は、二次や三次

の施設に情報を送ることは患者に説明はしているが、これらの施設に情報を送ることは患者に説明はしているが、これら
の仕組みを考えないと、真の意味での情報共有が難しい

7

現在進めている事や今後の展望現在進めている事や今後の展望

施 障害事例• 二次、三次施設において、死亡や障害事例の調査を行い、小児
科も交えて事例検証

この事例検証内容等を 次施設の関係者を集めた1泊2日の教• この事例検証内容等を一次施設の関係者を集めた1泊2日の教
育合宿にてフィードバック

• 県 消防 保健所と協力し 周産期医療協議会を運営• 県、消防、保健所と協力し、周産期医療協議会を運営

• 小児の心臓疾患に対応できる少ない施設と合同カンファレンス
やカルテ共有ができるシステムを構築したいやカルテ共有ができるシステムを構築したい

8
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イノベーション推進のための課題イノベーション推進のための課題

師 等 ダ が• 行政や医師会等関わるステークホルダーがＷｉｎ－Ｗｉｎの関
係を構築する

リ ダ シ プをとる人材• リーダーシップをとる人材

• 日本全体に広げるためには、ガイドラインを確立される

よりイ ジ なシステムを導入する• よりイージーなシステムを導入する

9
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４－Ｓ３．主なミーティング 

 

※日々ミーティングを行っているが、よりフォーマルな会合について以下に記載する。 

 

開催日 名称 場所 参加人

数 
目的と内容 

2012 年 10 月 3 日 討議 京都大学 9 名 情報共有と議論 
2012 年 10 月 10 日 討議 京都大学 9 名 情報共有と議論 
2012 年 10 月 17 日 討議 京都大学 8 名 情報共有と議論 
2012 年 10 月 24 日 討議 京都大学 10 名 情報共有と議論 
2012 年 10 月 31 日 討議 京都大学 7 名 情報共有と議論 
2012 年 11 月 7 日 討議 京都大学 9 名 情報共有と議論 
2012 年 11 月 11 日 ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ討議 日本科学未来館 多数 議論と情報収集 
2012 年 11 月 14 日 討議 京都大学 9 名 情報共有と議論 
2012 年 11 月 21 日 討議 京都大学 10 名 情報共有と議論 
2012 年 11 月 28 日 討議 京都大学 8 名 情報共有と議論 
2012 年 11 月 29 日 ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑｻﾛﾝ JST 東京本部別館 多数 議論と情報収集 
2012 年 12 月 5 日 討議 京都大学 9 名 情報共有と議論 
2012 年 12 月 12 日 討議 京都大学 7 名 情報共有と議論 
2012 年 12 月 14 日 ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ 政策研究大学院大学 多数 情報収集と討議 
2012 年 12 月 19 日 討議 京都大学 7 名 情報共有と議論 
2012 年 12 月 19 日 ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ討議 JST 東京本部別館 多数 議論と情報収集 
2012 年 12 月 26 日 討議 京都大学 11 名 情報共有と議論 
2013 年 1 月 9 日 討議 京都大学 10 名 情報共有と議論 
2013 年 1 月 16 日 討議 京都大学 9 名 情報共有と議論 
2013 年 1 月 23 日 討議 京都大学 7 名 情報共有と議論 
2013 年 1 月 30 日 討議 京都大学 9 名 情報共有と議論 
2013 年 2 月 2 日 合宿討議 クロスウェーブ府中 多数 ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ全体会議 
2013 年 2 月 3 日 合宿討議 クロスウェーブ府中 多数 ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ全体会議 
2013 年 2 月 5 日 4E ｻﾛﾝ JST K’s 五番町ﾋﾞﾙ 多数 議論と情報収集 
2013 年 2 月 6 日 討議 京都大学 9 名 情報共有と議論 
2013 年 2 月 13 日 討議 京都大学 10 名 情報共有と議論 
2013 年 2 月 14 日 双方向討議 長崎大学離島医療研究所 5 名 情報収集と議論 
2013 年 2 月 14 日 双方向討議 祐ホームクリニック  3 名 情報収集と議論 
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2013 年 2 月 15 日 双方向討議 長崎大学・ 
長崎科学技術大学 

5 名 情報収集と議論 

2013 年 2 月 15 日 双方向討議 北海道医師会 6 名 情報収集と議論 
2013 年 2 月 15 日 双方向討議 旭川医科大学 3 名 情報収集と議論 
2013 年 2 月 18 日 双方向討議 University of Sussex 5 名 情報収集と議論 
2013 年 2 月 18 日 双方向討議 University of Sussex 5 名 情報収集と議論 
2013 年 2 月 19 日 双方向討議 ツイッター日本法人 4 名 情報収集と議論 
2013 年 2 月 20 日 討議 京都大学 9 名 情報共有と議論 
2013 年 2 月 20 日 講演及び討議 京都大学 12 名 情報共有と議論 
2013 年 2 月 21 日 双方向討議 宮崎大学泌尿器科・産婦

人科・医療情報部 
8 名 情報収集と議論 

2013 年 2 月 21 日 双方向討議 (株)パナソニック 5 名 情報収集と議論 
2013 年 2 月 21 日 双方向討議 宮崎大学医療情報部 4 名 情報収集と議論 
2013 年 2 月 21 日 講演及び討議 京都大学 9 名 情報共有と議論 
2013 年 2 月 21 日 双方向討議 東京工業大学 3 名 情報収集と議論 
2013 年 2 月 25 日 双方向討議 射水市民病院 3 名 情報収集と議論 
2013 年 2 月 27 日 討議 京都大学 9 名 情報共有と議論 
2013 年 2 月 28 日 双方向討議 京都大学 5 名 情報収集と議論 
2013 年 3 月 6 日 講演及び討議 京都大学 15 名 情報共有と議論 
2013 年 3 月 6 日 講演及び討議 京都大学 14 名 情報共有と議論 
2013 年 3 月 6 日 討議 京都大学 9 名 情報共有と議論 
2013 年 3 月 6 日 双方向討議 (株)いろどり／・JA 徳島

上勝町 
5 名 情報収集と議論 

2013 年 3 月 11 日 双方向討議 (株)日立製作所 6 名 情報収集と議論 
2013 年 3 月 11 日 双方向討議 (株)イーソリューション

ズ 
3 名 情報収集と議論 

2013 年 3 月 11 日 講演及び討議 京都大学 13 名 情報共有と議論 
2013 年 3 月 13 日 討議 京都大学 7 名 情報共有と議論 
2013 年 3 月 27 日 討議 京都大学 9 名 情報共有と議論 
2013 年 3 月 28 日 討議 京都大学 8 名 情報共有と議論 
2013 年 3 月 29 日 討議 京都大学 8 名 情報共有と議論 
2013 年 4 月 1 日 討議 京都大学 9 名 情報共有と議論 
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５．成果の発信等 

当企画調査は、研究開発プログラム計画案を作成することが目標であるので、途

中経過の発信は特に行っていない。当報告書の公表をもって情報発信を行う。 

 

 
６．企画調査実施者一覧（以下、敬省略、順不同） 
 

企画調査実施者 

社会実装イノベーショングループ 

氏名 所属 役職等 実施項目 

ｸﾞﾙｰﾌﾟﾘｰﾀﾞｰ 
今中 雄一 京都大学大学院医学研究科 教授 

統括／多分野融合、データ・情報

の収集と検討、関連施策や規制に

関わるデータや情報収集 

徳賀 芳弘 京都大学経営管理大学院 大 学 院

長・教授

データ・情報の収集と検討、関連

施策や規制に関わるデータや情報

収集 

山田 文 京都大学大学院法学研究科 教授 
データ・情報の収集と検討、関連

施策や規制に関わるデータや情報

収集 

中澤 正彦 京都大学経済研究所附属先

端政策分析研究センター 准教授 
データ・情報の収集と検討、関連

施策や規制に関わるデータや情報

収集 

 

一般化・地域普遍化グループ 

氏名 所属 役職等 実施項目 

ｸﾞﾙｰﾌﾟﾘｰﾀﾞｰ 
廣瀬 昌博 

島根大学医学部附属病院

病院医学教育センター 
診療教授・

センター長

データ・情報の収集と検討、関

連施策や規制に関わるデータや

情報収集 

徳永 淳也 九州看護福祉大学  教授 
データ・情報の収集と検討、関

連施策や規制に関わるデータや

情報収集 

村上 玄樹 広島大学大学院医歯薬学

総合研究科 助教 
データ・情報の収集と検討、関

連施策や規制に関わるデータや

情報収集 

 

分析解析グループ 

氏名 所属 役職等 実施項目 

ｸﾞﾙｰﾌﾟﾘｰﾀﾞｰ 

桑原 一彰 

九州大学大学院医学系学

府 
准教授

データ・情報の収集と検討、関連

施策や規制に関わるデータや情報

収集 
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大坪 徹也 
京都大学大学院医学研究

科 
助教 

データ・情報の収集と検討、関連

施策や規制に関わるデータや情報

収集 

Jason Lee 
京都大学大学院医学研究

科 

外国人

特別研

究員 

データ・情報の収集と検討、関連

施策や規制に関わるデータや情報

収集 

 

協力者 

氏名 所属 役職 協力内容 

森 洋一 社団法人京都府医師会 会長 医療提供者側の助言、協力、評価

豊福 淳之 京都府健康福祉部医療企画課 課長 行政からの助言、協力、評価 

奥原 恒興 京都商工会議所 専務理事 民間活力の助言、協力、評価 

山口 育子 ＮＰＯ法人ささえあい医療人権セン

ターＣＯＭＬ（コムル）理事長 市民、患者側の助言、協力、評価

中山 博文 社団法人日本脳卒中協会 専務理事 啓発活動の助言、協力、評価 

邉見 公雄 
公益社団法人全国自治体病院協議会

会長 
医療提供者側の助言、協力、評価

 
 
情報収集分析における協力者 
京都大学大学院医学研究科医療経済学分野 森島敏隆 
京都大学大学院医学研究科医療経済学分野 國澤進 
京都大学大学院医学研究科医療経済学分野 宇川直人 
京都大学大学院医学研究科医療経済学分野 後藤悦 
京都大学大学院医学研究科医療経済学分野 田中将之 
京都大学大学院医学研究科医療経済学分野 小林大介 
京都大学大学院医学研究科医療経済学分野 落合英伸 
京都大学大学院医学研究科医療経済学分野 朴声哲 
 
 
協力者（有識者・研究者・実践者）、（以下、敬称略、順不同） 

＜国内＞ 

札幌医科大学 救急集中治療部 講師 森和久  

北海道医師会 事業第二課 課長 柿崎健彦、係長 吉野紀子 

中日本航空株式会社 航空事業本部 マネージャー 三井俊男 

旭川医科大学 眼科学講座教授 学長政策推進室（医工連携総研講座） 林弘樹 
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長崎大学大学院医歯薬学総合研究科 離島医療研究所 所長 前田隆浩、講師 中里未央 

長崎大学大学院医歯薬学総合研究科 医療情報学 准教授 松本武浩 

長崎総合科学大学 教授 田中義人 

ＳＦＫメディカル株式会社 代表取締役社長 佐藤康彦 

宮崎大学医学部泌尿器科教室 教授 賀本敏行 

宮崎大学医学部 産婦人科 教授 鮫島浩 

宮崎大学医学部附属病院医療情報部 教授 荒木賢二 

株式会社コア・クリエイトシステム 取締役・システム事業部 部長 甲斐徳裕 

東京大学大学院情報理工学系研究科 システム情報学専攻 教授 生田幸士 

東京工業大学イノベーションマネジメント研究科 教授 宮崎久美子 

Twitter Japan 日本代表 代表 近藤正晃ジェームス 

株式会社いろどり 中田朱美、栗飯原啓吾 

イーソリューションズ株式会社 代表取締役社長 佐々木経世 

株式会社日立製作所 スマートシティプロジェクト本部  

担当部長 吉川和徳、部長代理 谷口大作、主任 斉藤和孝、主任技師 恵木正史 

パナソニック株式会社まるごとソリューションズ本部 ﾁｰﾑﾘｰﾀﾞｰ冨永弘幸、参事黒田直喜 

祐ホームクリニック 理事長 武藤真祐 

射水市民病院 院長 麻野井英次 
東海大学人間環境学科社会環境課程 教授 堀真奈美 
放送大学・順天堂大学 教授 田城孝雄 
東京大学大学院情報学環 准教授 山本隆一  
東京大学政策ビジョン研究センター 教授 秋山正範 
新潟大学法科大学院 教授 鈴木正朝 
 
 
＜海外＞ 

University of Sussex, Science and Technology Policy Research Unit (SPRU)   

Professor Ben Martin 

LecturerEd Steinmueller  

LecturerErik Millstone 

LecturerMaria Savona 

Professor Paul Nightingale 

Professor Michael Hopkins 
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